
(２) 人と環境にやさしい安全で 

 住みよいまち 



（注） 

・「市民満足度」について 

毎年、実施している市民満足度調査において、各施策の満足度を１００点満点で表示した

ものです。 

計算方法としては、満足を１００点、やや満足を７５点、普通を５０点、やや不満を２５

点、不満を０点として、それぞれの得票数に乗じ合計したものを総得票数で除したものであ

り、５０点で普通となります。 



(2) 人と環境にやさしい安全で住みよいまち 

【 担当局 】 

市民政策局、総務局、財政局、健康福祉局、環境局、創造都市推進局、都市整備局、

消防局、上下水道局、教育局 

（ 政 策 ） 

「環境と共生する持続可能な循環型社会の形成」 

（ 施 策 ） 

「環境保全活動の推進」、「ごみの発生抑制・減量・リサイクルの推進」、「一般廃棄物 

の適正処理の推進」、「産業廃棄物の適正処理の促進」、「不法投棄の防止」 

 「環境保全活動の推進」においては、環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

を推進するため、環境保全推進課分室や南部クリーンセンター及びコミュニティセン

ター等において環境学習事業を実施することにより、環境保全についての関心を喚起

しました。 

また、温室効果ガスの削減に向け、東部下水処理場バイオマス発電事業、新エネル

ギー普及促進事業、低排出ガス・低公害車・省エネルギー車公用車導入事業及び緑の

カーテン事業等に取り組みました。また、持続可能な低炭素都市・高松の実現を目指

し、市民・事業者・市の各主体が、それぞれの役割に応じて総合的かつ計画的に推進

するため、地球温暖化対策実行計画の進行管理を進め、地球温暖化対策に効果的に取

り組みました。さらに、市民・事業所・行政が協働し、市内全域で美化活動を行う高

松クリーンデー“たかまつきれいでー”等の環境美化推進事業を実施したことにより、

環境意識の向上に寄与しました。 

 「ごみの発生抑制・減量・リサイクルの推進」においては、小型家電等リサイクル

推進事業、ごみ再資源化事業、生ごみ処理機等の購入者に対する補助、ごみ分別ガイ

ドブック等の配布による啓発活動等により、家庭系ごみの減量・資源化を推進しまし

 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成を図るため、地球温暖化防止など、

地球規模での環境問題への対応として、一人一人が地球環境問題への認識を深めら

れるよう、効果的な意識啓発を行い、市民、事業者、行政が一体となって環境に配

慮した行動を展開するとともに、資源・エネルギーの有効利用の推進や、身近な自

然環境の保全、環境汚染防止の推進、環境保全意識の啓発など、環境保全活動を推

進します。

 また、ごみの発生抑制・減量・リサイクルを推進するとともに、一般廃棄物、産

業廃棄物の適正処理や不法投棄防止対策に取り組みます。
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た。 

また、多量排出事業者に対し、事業系一般廃棄物減量計画書の提出を求めたほか、

地球にやさしいオフィス・地球にやさしい店登録制度の実施により、事業系一般廃棄

物の減量・資源化を推進しました。これらの取組により、ごみ排出量は、１４８，２

９３ｔになり、資源物の収集量は、２８，６７０ｔになりました。 

 「一般廃棄物の適正処理の推進」においては、スリムで持続可能なごみ処理を推進

するため、家庭から排出されたごみの効率的な収集に努めたほか、南部・西部両クリ

ーンセンターごみ処理（焼却）施設及び廃棄物再生利用（破砕）施設の適正かつ効率

的な維持管理を行い、廃棄物の再資源化や減容化などにより最終処分量の削減を推進

し、最終処分場の延命化を図りました。また、陶最終処分場第３処分地の供用を開始

するとともに、西部クリーンセンター長寿命化計画に基づき、ごみ焼却施設の基幹的

設備改良工事の実施設計を行うなど、今後の安定した処理体制の確保に努めました。 

 本市及び処理を受託している三木町・綾川町で収集された、し尿及び浄化槽汚泥を、

衛生処理センターにおいて、適切かつ衛生的に処理し、市民の生活環境の保全及び公

衆衛生の向上に寄与しました。また、より効率的な汚水処理を行うため、中継所内に

おいて、し尿等の前処理施設の整備に着手しました。 

「産業廃棄物の適正処理の促進」においては、廃棄物の収集運搬業、処分業及び施

設設置の許可事務を通して、処理業者への適正処理の指導を行うとともに、パトロー

ルによる不適正処理の未然防止や早期発見、苦情処理及び事業場への立入検査による

改善指導を行い、適正処理の推進に寄与しました。 

 「不法投棄の防止」においては、特に不法投棄が多く見られる山間地に監視カメラ

を設置したほか、職員による、平日や休日の監視パトロール業務を実施し、不法投棄

防止へ向けて、監視の強化に努めました。 

 また、地区衛生組合やボランティア団体を始めとする各種団体と協働し、各地域に

おいて不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦や、瀬戸・高松広域定住自立圏事業として

隣接町との協働により出会いふれあいクリーン作戦を実施して、６，３４２人が参加

し、２１．３ｔのごみを回収しました。このクリーン作戦を実施することで、市民の

環境美化意識の向上に努めました。 
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（ 政 策 ） 

「豊かな暮らしを支える生活環境の向上」 

（ 施 策 ） 

「居住環境の整備」、「身近な道路環境の整備」、「みどりのまちづくり」、「河川・港湾

の整備」、「下水道・合併処理浄化槽の整備」 

 「居住環境の整備」においては、市民の居住環境の整備水準の向上を図るため、市営

住宅の建設及び適切な維持管理を行ったほか、適正な開発行為の許可や建築物等の確認

等、住居表示設定、地籍調査、空き家等対策検討を実施したことなどにより、良好な生

活基盤の整備が進みました。 

 「身近な道路環境の整備」においては、道路の点検、修繕を行ったことにより、良好

な道路環境の確保に寄与したほか、適切な道路構造への改良及び建設計画等に位置付け

られている２車線以上の道路の整備を行ったことにより、地域住民の利便性の向上や安

全で安心できる道路環境の向上を推進しました。 

また、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的に橋の修繕等を行ったことにより、管

理コストを縮減・平準化するとともに、道路交通の安全性を確保しました。 

 「みどりのまちづくり」においては、市民の生活環境の向上を図るため、公園の維持

管理を自主的に行うボランティア団体として、公園愛護会の育成支援を行ったことによ

り、公園愛護会の団体数が１４９団体となったほか、東部運動公園が平成２６年５月 1

日から全面供用開始したことにより、市民一人当たりの都市公園面積が８．１４㎡とな

りました。そのほか、花いっぱい推進事業や公園の芝生化などの緑化活動を行ったこと

により、みどりあふれる人と環境にやさしい安全で住みよいまちづくりが進展しました。 

 「河川・港湾の整備」においては、その機能を十分に発揮させるため、河川・生活排

水路・港湾・漁港・海岸の各施設の適正な管理及び計画的な整備を行うとともに、高潮

等関連施設整備による施設機能の強化及び県施行海岸・港湾建設事業地元負担金支出に

よる河川・港湾の整備促進を行ったことなどにより、豊かな暮らしを支える生活環境が

向上しました。 

「下水道・合併処理浄化槽の整備」においては、６，５９９ｍの汚水管渠の整備を行

 市民の豊かな暮らしを支える生活環境の向上を図るため、生活道路・公園の整備、

緑地の保全を始め、良好な居住環境の整備や地籍調査の推進など、生活基盤の整備・

充実を図ります。

 また、下水道・合併処理浄化槽の整備を図るとともに、港湾・漁港の整備や河川・

水路環境の保全に努めるなど、都市基盤の充実・強化を図ります。
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い、新たに約２５ｈａの供用を開始するとともに、鶴尾第３雨水幹線や仏生山第５雨水

幹線などの雨水管渠や福岡ポンプ場、屋島西ポンプ場の整備を行い、生活環境の改善や

浸水被害の軽減に寄与しました。 

また、下水処理場やポンプ場の適切な運転・維持管理と、老朽化の進んだ設備の改築

工事により、処理機能を確保するとともに、引き続き再生水を供給して、下水道資源を

有効利用しました。 

さらに、１，１５３基の合併処理浄化槽の設置に助成を行い、この内２０１基の単独

処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換については上乗せ補助を行い、生活雑排水によ

る水質汚濁の軽減に寄与しました。 
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（ 政 策 ） 

「水を大切にするまちづくり」 

（ 施 策 ） 

「水の循環利用と節水の推進」、「安全で安定した水道水の供給」 

 「水の循環利用と節水の推進」においては、水の持つ多面的な価値を最大限に発揮

させ、豊かな水環境をつくり、良質な水を未来の子どもたちに引き継ぐための方向性

を示した「高松市持続可能な水環境の形成に関する条例」を制定しています。 

この条例に基づき策定した「水環境基本計画」における施策を積極的に推進すると

ともに、特に水事情の厳しい夏場において、水の有効利用促進事業に取り組むことに

より、市民、事業所の自発的・積極的な節水行動や節水意識の向上を図ることで、水

を大切にするまちづくりに貢献しました。 

 「安全で安定した水道水の供給」においては、県が行う椛川ダム建設事業に対する

負担金の支出を始め、自己処理水源確保のための地下水の開発（取水施設電気設備工

事、鉄・マンガン処理前処理設備工事）や浅野浄水場整備事業（急速系浄水施設築造

工事、再生可能エネルギー設備導入工事など）を施行しているほか、管網整備事業と

して、未給水地区への配水管布設工事、合併町との相互連絡管布設工事、道路改良工

事にあわせた配水管布設工事、老朽配水管の布設替工事などを施行し、安定給水に寄

与しました。 

また、小規模貯水槽の点検啓発事業に取り組むとともに、鉛管解消対策事業では、

あらゆる工事機会を捉えた鉛管の取替えや助成制度の利用促進など、鉛製給水管の解

消に積極的に取り組みました。 

 なお、給水区域外の居住者に対しては、自家用給水装置の費用の一部を補助し、飲

用水の確保に寄与しました。 

 水を大切にするまちづくりを進めるため、雨水や再生水の有効活用など水の循環

利用を推進するとともに、節水行動の定着化など、節水を推進します。

また、水道事業の経営基盤強化とサービスの向上に努める中で、自己処理水源の

確保や浄水場の整備等を進め、安定給水の確保を図るとともに、水質検査体制の充

実などに努め、安全で良質な水道水の供給を図ります。
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（ 政 策 ） 

「安全で安心して暮らせる環境の整備」 

（ 施 策 ） 

「消防体制の整備」、「危機管理体制の整備」、「防犯対策の推進」、「生活衛生の向上」、 

「交通安全対策の充実」、「消費者の権利保護と自立促進」 

「消防体制の整備」においては、計画的な消防施設の整備拡充を図り、総合的な消

防力の向上に取り組むため、消防署所等適正配置計画に基づき、移転整備に伴う東消

防署の建設工事や北消防署朝日分署の基本・実施設計を行いました。 

 また、消防車両の老朽化に伴い、常備では、東消防署に水槽付消防ポンプ自動車を、

非常備では、消防ポンプ自動車４台を更新したほか、消防屯所整備事業では、古高松

分団第２部消防屯所の増築用地を購入するとともに、川添分団第２部、香西分団消防

屯所の建設工事を行いました。 

 さらに、高度化・複雑化する各種災害に対し、迅速かつ的確に対処できる体制を構

築するため、消防救急デジタル無線システムに係る活動波を整備したほか、消防水利

整備事業では、耐震性防火水槽を３基設置するとともに、新たに消火栓を３５個設置

したことにより、消防体制の更なる充実・強化に貢献しました。 

 「危機管理体制の整備」においては、災害時に安全に避難できる体制を整備し、自

助・共助・公助の連携の下、被害を最小限に食い止めるため、避難所となる小・中・

高等学校などの耐震化や、災害時の緊急放送体制を整備するためのデジタル式同報系

防災行政無線について、屋外拡声子局の整備を行うとともに、災害発生時に本市の防

災中枢拠点施設となる「高松市危機管理センター（仮称）等」の整備に向け、実施設

計を完了し、工事契約を締結するなど、防災体制の整備・充実に取り組みました。 

 また、「自分たちの地域は、自分たちで守る」という共助の理念のもと、地域を災

害から守るために結成した自主防災組織等を育成するため、災害時の被害軽減活動や

避難生活に必要な資機材の購入経費を助成するなど、地域防災力の維持向上が図られ

ました。 

 安全で安心して暮らせる環境の整備を図るため、災害に強い都市の実現を目指し、

防災体制の整備・充実などにより、各種災害への対応能力の向上を図るとともに、

消防力の強化に取り組み、災害・緊急時において、迅速かつ的確に対応できる消防

体制や危機管理体制の整備を図ります。

 また、市民及び警察等関係機関との連携を強化する中で、防犯対策や交通安全対

策の充実を図るとともに、食品・環境衛生対策など生活衛生の向上、消費者の権利

保護と自立促進に取り組みます。
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なお、防災組織の結成を積極的に呼びかけ、自主防災組織活動のカバー率 100％を

達成しました。 

 「防犯対策の推進」においては、夜間における犯罪を防止し、通行の安全を確保す

るとともに、各地区コミュニティ協議会が主体となった防犯活動を活性化するために、

防犯灯の整備に対して助成を行いました。 

また、犯罪等を未然に防止し、犯罪等を発生させない安全で安心なまちづくりを推

進するため、防犯協会等に対し助成を行うなど、防犯意識の高揚と犯罪の防止に寄与

したほか、地域で取り組む防犯活動を支援したことにより、地域の防犯意識が向上す

るなどしました。 

 「生活衛生の向上」においては、市内に流通する食品の安全性を確保するため、飲

食店営業施設等に対する監視・指導や食品の収去・検査を実施するなど、食品衛生対

策を推進しました。 

 また、毒物劇物販売業者等に対する監視・指導を実施し、毒物・劇物の適正な販売

及び管理等の体制を確保したことにより、保健衛生上の危害を防止しました。 

 さらに、墓地の清掃など良好な墓地環境の維持管理や斎場業務を円滑に行えるよう、

施設の適正な維持管理に努めたことにより、生活環境が向上しました。 

 「交通安全対策の充実」においては、市民の交通安全意識を高め、道路における交

通安全施設の充実を図り、市民が安心して道路を通行することができる社会をつくる

ため、高松市交通安全都市推進協議会等へ助成を行うとともに、交通安全教室や交通

安全フェア、交通安全啓発キャンペーンを実施したほか、高齢者運転免許証返納促進

事業の拡充、歩道整備、道路標識・道路反射鏡などの交通安全施設の整備を行い、さ

らに、交通事故相談を実施したことにより、交通安全教育、交通安全啓発の推進や、

道路交通の安全性の向上、交通事故被害者対策の推進に寄与しました。 

 「消費者の権利保護と自立促進」においては、安全で快適な消費生活を推進するた

め、省資源・省エネルギー意識の啓発、環境負荷の少ない消費者行動の促進などを実

施したほか、自立した賢い消費者の育成を推進するため、消費者ウィークなど各種行

事の開催や消費生活相談体制の充実、消費者団体の育成などに取り組んだことにより、

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上に寄与しました。 
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平成２６年度 施策の概要調書

課
　
題

【財政局】
　低公害車等の導入費用は、非該当車種より高価になりやすいため、用途等を考慮する中
で、補助金の活用やリースを利用して実施していく必要がある。
【環境局・上下水道局】
　再生可能エネルギーの活用など、市民・事業者・行政が、連携して環境保全活動に取り組
む必要がある。
【創造都市推進局】
　補助事業終了後も、里山やため池の保全活動が継続して実施されるよう、地域住民へ里山
やため池に対する保全の大切さを認識していただくことが必要である。
【都市整備局】
　市が管理する道路等の施設管理には、地元市民団体の協力が不可欠であることから、市民
との協働事業として、環境意識の向上を図る必要がある。

指
標
名

本市域の温室効果ガス排出量 実績値 目標値

指
標
式

地球温暖化対策地方公共団体実行計画策定マニュアル（環境省、２１年６月）により
算出。（減少が望ましい）

概
要
（

実
績
）

・緑のカーテン事業　　緑のカーテンコンテストを家庭部門、事業所部門等３部門において
実施したところ、１０９件の応募があり、地球温暖化防止を考えるきっかけ作りとなった。

・再生可能エネルギー普及促進事業　　太陽光発電システム設置費補助（７６２件　７２，
３０３千円）、蓄電システム設置費補助（２７件　２，７００千円）、太陽熱利用システム
設置費補助（８件　４９９千円）
・電気自動車普及促進事業　　公用車に電気自動車を新たに２台（一般会計１台、水道事業
会計１台）導入するとともに、電気自動車の利用促進を図るため、市内３か所の道の駅（近
隣地を含む）に設置した急速充電設備の運用を行った。

・東部下水処理場バイオマス発電事業　　下水汚泥の処理過程で発生する消化ガスを燃料と
したバイオマス発電事業の実施に向けて、鋭意施工中である。

施 策 環境保全活動の推進
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

176,416千円 53.3(52.2)

達成度
2,894 2,035

57.8%
千ｔ－ＣＯ２ 千ｔ－ＣＯ２

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
財政局、環境局、創造都市推進局、都市整備局、上下水道局

対
象

　市民・事業者

目
的

　一人一人が環境問題を考え、行動するとともに、市民・事業者・行政の協働を進めなが
ら、あらゆる分野において、環境に配慮した持続可能な社会に向けた施策を推進し、人と環
境にやさしいまちづくりとして、良質な環境の保全に努める。

成
果
指
標

①
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

5

環境美化推進事業 　「高松クリーンデー“たかまつきれいでー”」や「サンポート高松
中央通り等一斉清掃」を実施し、市民、事業者、ボランティア、行政
の協働による美化活動を促進するとともに「環境美化推進運動功労者
表彰」などを行うことによって、市民の環境美化意識の向上を図っ
た。

1,200千円

環境局

環境保全推進課

3

地球温暖化対策推進事
業

　有識者等で構成する「高松市地球温暖化対策実行計画推進協議会」
において、高松市地球温暖化対策実行計画の取組状況を報告した。

　また、地球温暖化対策実践活動促進事業補助金交付要綱に基づき、
地球温暖化対策に取り組む団体に補助金を交付するとともに、「ス
トップ！地球温暖化展」の開催など啓発活動を実施した。


252千円

環境局

地球温暖化対策室

4

環境保全推進事業 　６月の環境月間に合わせ、環境展を実施するとともに、環境活動団
体との協働による環境学習の実施により、市民の環境意識の向上を
図った。
　また、本市の環境に関する施策を取りまとめた環境白書を発行し
た。
　さらに、環境基本計画（８年度毎）改定のため、平成２６年度に基
礎調査を行った。12,384千円

環境局

環境保全推進課

224千円

環境局

環境保全推進課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

「いざ里山」市民活動
支援事業

　高松の特色のある里山を保全するとともに、市民が身近な自然を見
直すきっかけづくりのため、地域住民等が行う里山の保全活動を支援
する事業で、平成２６年度は１１団体の活動に対し支援を行なった。

　①日山　②堂山　③勝賀山　④浄願寺山　⑤石清尾山　⑥由良山
　⑦久米山　⑧薬師山　⑨タカト山（女木島）　⑩上佐山
　⑪まぐさ山

925千円

創造都市推進局

農林水産課

2

緑のカーテン事業 　つる性植物を建物の壁面にはわせ、電力エネルギーの節約や二酸化
炭素の吸収源としての効果が期待される緑のカーテンを環境業務セン
ター等で実施した。

　また、緑のカーテン・コンテストを例年開催し、入賞者については
「ストップ！地球温暖化展」の中で表彰を行い、緑のカーテンの普
及・啓発に努めた。
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

9

コミュニティ広場管理
事業

　まちのオアシスとして、美観上・風致上のモデル地区と位置付けら
れた、北部コミュニティ広場、兵庫町広場及び田町コミュニティ広場
を市民の憩いの場として提供するとともに、道路空間の環境保全に寄
与した。

606千円

都市整備局

道路管理課

10

大気汚染防止対策事業 　市内の大気の常時監視を行い、その状況の確認を行った。
　また、事業場への立入り検査を行い、大気汚染の未然防止を行っ
た。
　さらに、苦情処理による改善指導を行い、大気環境保全の促進に寄
与した。

39,330千円

環境局

環境指導課

7

公衆便所管理等事業 　市内２３か所に設置する公衆便所を衛生的に維持管理した。

15,121千円

環境局

環境施設対策課

8

たかまつマイロード事
業

　自発的に、市が管理する道路の清掃等を行う道路愛護団体の活動を
支援することにより、道路の環境美化だけでなく、道路への愛護意識
の高揚を図るとともに、道路利用者のマナー向上の啓発活動を実施し
た。
　また、平成２６年度は新たに３団体を道路愛護団体に認定し、現在
１１３団体を認定するなど事業の推進に努めた。

3,094千円

都市整備局

道路管理課

6

衛生組合活動促進事業 　高松市衛生組合連合会に対する運営助成のほか、各地区衛生組合協
議会が実施する清掃活動（クリーン高松推進）事業の保険加入及び啓
発活動について補助金を支出したことにより、地域住民が主体となっ
て実施する清掃活動を始め、ごみの分別指導やごみステーションの適
正な維持管理に努め、地域の生活環境の改善や環境美化の推進に寄与
した。

4,323千円

環境局

環境総務課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

15

公害対策事業 　公害苦情相談員等ブロック会議に出席し、複雑多様化する住民ニー
ズ等に対応するため、幅広い情報を得た。

322千円

環境局

環境指導課

13

低排出ガス・低公害
車・省エネルギー車公
用車導入事業

　公用車の更新等において、費用の平準化、メンテナンス等のコスト
ダウンの観点からリースにより、平成１７年度排出ガス基準７５パー
セント低減レベル以上、グリーン購入ガイドライン適合車の導入を
行った。

2,114千円

財政局

財産経営課

14

南部クリーンセンター
環境学習事業

　施設見学を通じて、自分たちのごみ処理の現状と課題を学習する機
会を提供した。
　また、展示ギャラリーでは、環境パネル、環境に関する図書、イン
ターネットなどで環境問題を考える機会を提供し、地球規模での温暖
化対策の必要性を啓発するとともに、学習室では紙すきや工作などを
実施して、楽しみながらリサイクルを体験してもらった。

　エコホタル利用者数　２，９４３人

　自主企画講座回数（見学会を含む。）１３回

472千円

環境局

南部クリーンセンター

11

水質汚濁防止対策事業 　市内の河川等水質検査を行い、水環境の状況を把握した。
　また、事業場への立入り検査を行い、水質汚濁の未然防止を行っ
た。
　さらに、苦情処理による改善指導を行い、水質環境保全の促進に寄
与した。

12,816千円

環境局

環境指導課

12

環境基本計画推進事業 　高松市環境基本条例に基づき策定した環境基本計画の進捗状況や次
期環境基本計画の策定について調査審議するため、環境審議会を開催
した。
　また、本市の環境の現状や環境保全等のために実施している施策を
取りまとめた環境白書を作成し、環境審議会に報告するとともに、広
く市民に公表することで、市民の環境意識の向上に寄与した。

150千円

環境局

環境総務課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

19

電気自動車普及促進事
業

　市域における温室効果ガス排出量の抑制を図るため、走行時に二酸
化炭素を排出しない電気自動車１台を公用車に率先的に導入するとと
もに、車体ラッピングを行い市内を走らせることにより、普及啓発を
実施した。

　また、電気自動車の利用促進を図るため、市内３か所の道の駅（近
隣地を含む）に設置した急速充電設備の運用を行うとともに、本市と
民間事業者２者で、高松市街地モビリティ推進協議会を設置し、環境
負荷の少ない超小型モビリティを試験的に導入した。

4,742千円

環境局

地球温暖化対策室

20

市有財産を活用した再
生可能エネルギーの普
及促進事業

　再生可能エネルギーの普及促進を図るため、再生可能エネルギーの
固定価格買取制度の運用開始を契機として、太陽光発電事業者に市有
地を有償で貸し出しており、平成２５年度に貸し出した２か所に加
え、新たに市内１か所の市有地を貸し出した。

環境局

地球温暖化対策室

17

再生可能エネルギー普
及促進事業

　太陽光発電システム及び太陽熱利用システムの設置に対して助成を
行い、二酸化炭素を排出しないクリーンエネルギーの利用によって地
球温暖化防止を推進した。

　さらに平成２６年度から太陽光発電システムと同時に定置用リチウ
ム蓄電システム又は電気自動車充給電設備を併設する場合、定置用リ
チウム蓄電システム、電気自動車充給電設備に対しても補助すること
とした。75,502千円

環境局

環境保全推進課

18

「ため池守り隊」市民
活動支援事業

　農家の高齢化等により適正な管理が困難になっている用途地域内の
ため池について、ため池管理者だけでなく地域住民も参加する清掃活
動等を支援する事業で、平成２６年度は９地区、１５ため池で実施し
た。


・沖ノ池（上天神町）　　　　・野田池（松縄町）

・平田池（高松町・牟礼町）　・道　池（太田上町）

・屋島東地区３池（屋島東町）・長　池（林町）

・蓑坂池（国分寺町）　　　　・屋島東継信池地区５池（屋島東町）
・皿池（牟礼町）


2,700千円

創造都市推進局

土地改良課

16

騒音・振動・悪臭規制
事業

　騒音、振動調査を行い、その状況を把握した。
　また、苦情処理による改善指導を行い、騒音、振動及び悪臭に係る
環境保全の促進に寄与した。

139千円

環境局

環境指導課
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平成２６年度 施策の概要調書

施 策 ごみの発生抑制・減量・リサイクルの推進
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

348,020千円 64.8(62.7)

98.1%
ｔ ｔ

再生利用量（ごみ） 実績値 目標値 達成度
28,670 30,957

92.6%
ｔ

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局

対
象

　ごみを排出する市内の家庭や事業所

目
的

　消費・廃棄についてのライフスタイルを見直し、ごみの発生抑制・減量・リサイクルを推
進する。

概
要
（

実
績
）

・家庭から回収した資源ごみの再資源化　　　　　資源ごみ回収量　　２８，６７０ｔ

・有料指定収集袋作製、配送・在庫管理　

　指定収集袋作成枚数　大　３０８万枚　中　３５３万枚　小　４０３万枚
　　　　　　　　　　　特小　３６８万枚

・ごみ分別ガイドブックの増刷・転入世帯等への配布　２４，０００部

・ごみ収集カレンダーの作成・配布　１７４，０００枚

・生ごみ処理機等購入補助　　　　　　　　　　　２７４基

・レジ袋等の削減に関する協定締結１２事業者の店舗内告知啓発用看板の作成・設置

・事業系一般廃棄物減量等計画書の提出依頼　　　対象事業所　３５４事業所　

・事業系廃棄物の減量・資源化優良事業者の表彰　　１事業者

・小型家電等リサイクル推進事業　


ｔ
指
標
式

本市における年度当たりの資源化量

成
果
指
標

①

指
標
名

ごみ排出量 実績値 目標値

指
標
式

本市における年度当たりのごみ総排出量（減少が望ましい）

②

指
標
名

達成度
148,293 145,525

課
　
題

　市民・事業者の「ごみの発生抑制」に対する意識の向上を図るとともに、分別の徹底など
により、より一層の減量・資源化を進める必要がある。
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

2

事業系ごみ減量推進事
業

　多量排出事業者に対して「事業系一般廃棄物減量等計画書」の提出
を求めるとともに、優秀な取組をしている事業者を表彰した。
【表彰１社　表彰状及び額　　１３千円】


13千円

環境局

環境保全推進課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

レジ袋等削減推進事業 　買い物袋持参によるレジ袋の削減を効果的に推進するため、平成２
５年度からレジ袋削減キャンペーンの発展型として、店舗内告知啓発
用看板を作製し、協定締結事業者の店舗入口やレジ横等消費者の目に
触れやすいエリアに設置し、視覚効果の増大による意識啓発を図って
おり、その設置店舗・設置場所を拡大した。
【店舗内告知啓発用看板作製費等
　　１５１千円】

151千円

環境局

環境保全推進課

3

家庭系ごみ有料化事業 　家庭系ごみ有料化事業の実施に当たって使用する有料指定収集袋に
つき、その製造、収納事務（スーパーなどの店舗における一般廃棄物
処理手数料収納事務）及び配送・在庫管理に関する事務を行った。


155,544千円

環境局

環境保全推進課

4

家庭系ごみ減量推進事
業

　生ごみ処理機等の購入補助を行い、家庭系ごみの減量・資源化を推
進した。
　　　　　　　生ごみ堆肥化容器　　　　生ごみ処理機
補助基数　　　１世帯につき２基　　　１世帯につき１基
補助限度額　　３，０００円　　　　　　２０，０００円
補助率　　　　購入価格の１／２　　　購入価格の１／２
【生ごみ堆肥化容器購入補助金　　１６７基　　　４５３千円】
【生ごみ処理機購入補助金　　　　１０７基　２，０８４千円】

2,537千円

環境局

環境保全推進課

5

ごみ減量・資源化啓発
事業

　「ごみ分別ガイドブック」・「ごみ収集カレンダー」、小学校社会
科副読本「きれいな高松に～くらしとごみ～」の作製・配布により、
ごみの発生抑制やリサイクルの推進を図るとともに高松市リサイクル
推進員の各校区への配置により地域ぐるみの主体的なリサイクルの推
進を図った。
【社会科副読本（小学校４年生）　　　　　　３７６千円】
【ごみ収集カレンダー（全世帯）　　　　２，４００千円】
【ごみ分別ガイドブック（増刷・転入世帯分）７９０千円】
【リサイクル推進員　　　　　　　　　　　　　７５千円】

3,641千円

環境局

環境保全推進課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

7

小型家電等リサイクル
推進事業

　小型家電等リサイクル推進事業をごみ再資源化事業を牽引する事業
と位置付け実施した。
①使用済小型家電リサイクル推進事業では、レアメタルや貴金属など
　の再資源化や埋立ごみの減量化を図るため、携帯電話機やデジタル
　カメラなど２１品目の使用済小型家電を、支所、コミュニティセン
　ター、家電販売店等２０か所に設置する回収ボックスで、
　１，２３９㎏回収した。
②雑がみ回収袋によるモデル事業の実施(平成２６年８月～１０月)・
　検証作業(平成２６年１０月～１１月)・紙ごみリサイクル推進のた
　めの周知・啓発の強化(平成２７年２・３月)を行った。

1,702千円

環境局

環境業務課

6

ごみ再資源化事業 　家庭から出された缶・びん・ペットボトル、プラスチック容器包
装、紙類等の資源ごみを、再資源化のための中間処理を行い、プラス
チック、色つきのびんについては日本容器包装リサイクル協会に引渡
し（処理にかかる経費の負担はなし）、缶・びん・ペットボトル、紙
類など有価にて売払いできるものは専門業者に売却する事務を行っ
た。

184,432千円

環境局

環境保全推進課

108



109



平成２６年度 施策の概要調書

施 策 一般廃棄物の適正処理の推進
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

4,106,292千円 62.7(58.4)

達成度
13,236 13,800

104.1%
ｔ ｔ

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局

対
象

　市民

目
的

　ごみ及びし尿の適正かつ効率的な処理を推進するとともに、将来に向けて安定した処理体
制を構築することにより、生活環境保全及び公衆衛生の向上を図り、循環型社会の形成に寄
与する。

概
要
（

実
績
）

・一般廃棄物処理基本計画に基づき、一般廃棄物（し尿を含む）の適正処理を行うととも
　に、ごみの減量・資源化の推進を図った。

・家庭から排出されたごみの効率的かつ効果的な収集運搬に努めた。

・ごみステーションの適正管理を行うためパトロールや看板配布等の啓発活動を行った。

・南部・西部クリーンセンター焼却施設、南部再生利用施設・西部破砕施設の適正かつ効
　率的な維持管理に努め、再資源化や廃棄物の減容化を行うことにより、最終処分量の削
　減を推進し、最終処分場の延命化を図った。

・西部クリーンセンター長寿命化計画に基づき、ごみ焼却施設の基幹的設備改良工事の実
　施設計を行った。

・し尿及び浄化槽汚泥を衛生処理センターにおいて適切かつ衛生的な処理を行い、市民の
　生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図った。また、より効率的な汚水処理を行うた
　め、中継所内において、し尿等の前処理施設の整備に着手した。

成
果
指
標

①

指
標
名

最終処分量（一般廃棄物） 実績値 目標値

指
標
式

本市における年度当たりの最終処分量（減少が望ましい）

課
　
題

・ごみの適正処理を確保した上で、新たなごみ減量・資源化策の検討や、より効率的な収
　集体制の構築を図る必要がある。
・西部クリーンセンター施設の老朽化に伴い、適切な運営及び効率的な延命化を図るた
　め、地元と連携しながら、基幹的設備改良工事を着実に進めて行く必要がある。
・し尿等の処理については、その発生量（処理量）が減少傾向にあること、及び衛生処理
　センターの使用期限（平成２８年度末）を踏まえ、より効率的な処理方法として、２９
　年度から下水道とし尿等の共同処理を導入するため、上下水道局と調整し、汚水処理施
　設共同整備事業を推進していく必要がある。
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

5

ごみ処理関連施設統廃
合整備事業

　香川一般廃棄物埋立処分場は廃止し、水処理施設を停止した。
　庵治最終処分場は、廃止へ向けて水質検査、ガス発生量及び埋立地
内部温度等に関する調査を行った。

1,298千円

環境局

環境施設対策課

4

ごみ収集運搬事業 　ごみ収集運搬計画に基づき、旧高松市の家庭から排出された破砕ご
みを始め、缶・ビン・ペットボトルやプラスチック容器包装等の資源
ごみ、また、市全域から排出された臨時・粗大ごみなど、約１３，４
２１ｔを直営で収集するとともに、旧高松市の可燃ごみ及び紙・布類
やプラスチック容器包装等の資源ごみに加え、合併地区の定期収集ご
みなど約７８，９８９ｔを委託により収集した。

　また、ごみ収集車（４ｔ）を２台減車するなど、経済的かつ効率的
な収集・運搬に努め、一般廃棄物の適正処理に寄与した。
　なお、収集車の調達に日時を要したことにより、年度内に事業の完
了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：９，６８１，０００円）

1,457,054千円

環境局

環境業務課

3

ごみ適正処理指導事業 　市内全域のごみステーションをパトロールし、不適正なごみが日常
的に出されているごみステーションの管理者や使用者に対して、ごみ
ステーションの適正管理指導や看板を掲示する等の啓発活動を行い、
適正なごみステーションの管理指導に寄与した。
　また、平成２５年度より取り組んでいる海底堆積ごみの回収事業に
ついて、２６年度は昨年度の約１．６倍の５，９８０kgを回収し、海
ごみ対策の推進に寄与した。3,559千円

環境局

適正処理対策室

2

ごみ処理計画推進事業 　廃棄物減量等推進審議会を開催し、一般廃棄物処理基本計画の執行
管理を行うとともに、一般廃棄物の減量・資源化に関する意見や提言
をいただき、効果的な廃棄物の減量策を実施したことで、一般廃棄物
の適正な処理、減量、再生利用を促進した。

2,340千円

環境局

環境総務課

1

安原地区香東川親水
ゾーン整備事業

　南部クリーンセンター整備に伴う周辺生活環境整備事業として、塩
江町安原地区の活性化と自然環境の保全を図るため、安原公園関連用
地整地工事を行った。

4,321千円

環境局

環境施設対策課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

ごみ最終処分場管理事
業

　最終処分場の適切な管理運営に努めるとともに、中間処理による廃
棄物の再資源化や減容化を図った結果、最終処分量の削減と施設の延
命化に寄与した。
　また、経年劣化が著しい千疋処分地の浸出水処理施設の管理方針を
決定するため、施設機器の劣化状況の調査を実施して、今後の対応を
検討した。

71,360千円

環境局

西部クリーンセンター

7

南部クリーンセンター
管理運営事業

　特別目的会社との間に締結した平成３０年度までの長期一括委託契
約により、ごみ処理施設、廃棄物再生利用施設、埋立処分地等につい
て、一体的かつ効率的な管理運営を行った。ごみの搬入検査を行い、
不適正物の混入防止・排除によるごみ処理の適正化を、一層推進し
た。


1,067,850千円

環境局

南部クリーンセンター

8

南部クリーンセンター
場内整備事業

　南部クリーンセンター整備に伴う周辺環境整備事業を行った。


1,418千円

環境局

環境施設対策課

9

西部クリーンセンター
管理運営事業（焼却処
理）

　焼却施設を適正に維持管理しながら、可燃ごみを焼却（中間）処理
し、廃棄物の減容化を行うことにより、最終処分量の削減を推進し、
最終処分場の延命化に寄与した。

444,830千円

環境局

西部クリーンセンター

10

し尿処理事務事業 　浸水被災世帯への緊急し尿収集の補助を行う事業であるが、平成
２６年度は実績がなかった。

環境局

衛生処理センター
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

11

し尿中継貯留槽管理事
業

　合併地区等に設置しているし尿中継貯留槽の維持管理を適切に行っ
た。

3,688千円

環境局

衛生処理センター

12

衛生処理センター運営
事業

　本市及び処理を受託している三木町・綾川町で収集されたし尿及び
浄化槽汚泥を処理するため、衛生処理センターの管理運営を適切に
行った。

200,311千円

環境局

衛生処理センター

13

衛生処理センター環境
整備事業

　衛生処理センター周辺地域の環境保全を図るため、環境整備事業を
行った。

204千円

環境局

衛生処理センター

14

衛生処理センター中継
所運営事業

　本市及び処理を受託している三木町・綾川町で収集されたし尿及び
浄化槽汚泥の全量を、衛生処理センターへ海上輸送するための中継貯
留施設として、中継所の運営管理を適切に行った。

150,853千円

環境局

衛生処理センター

15

離島し尿収集事業 　離島の特殊事情を勘案し、し尿収集の円滑化と住民の負担軽減を図
るため、収集業者に交付金を交付した。
　なお、平成２６年度から、定期のし尿収集時に合わせて浄化槽清掃
を行う場合の航送料についても交付金の対象とした。

8,078千円

環境局

衛生処理センター
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

16

一般廃棄物最終処分場
整備事業

　陶最終処分場第３処分地の周辺対策事業として、町道大原２号線改
良工事の用地買収を行った。
　なお、契約の締結に日時を要したことにより、年度内に事業の完了
が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：３５，６３９，０００円）

　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：１０，９０９，０８０円）18,115千円

環境局

環境施設対策課

19

西部クリーンセンター
大規模改修事業

　西部クリーンセンター長寿命化計画に基づき、ごみ焼却施設の基幹
的設備改良工事の実施設計を行った。
　また、施設周辺の地域振興事業として、集会場改修等補助事業を
行った。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：１９，２４１，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：６，７７１，６００円）

58,360千円

環境局

環境施設対策課

17

西部クリーンセンター
管理運営事業（破砕処
理）

　破砕施設を適正に維持管理しながら、有害物等を排除した後の破砕
ごみを破砕・選別（中間）処理し、有価物の再資源化（リサイクル）
や廃棄物の減容化を行うことにより、最終処分量の削減を推進し、最
終処分場の延命化に寄与した。

297,423千円

環境局

西部クリーンセンター

18

汚水処理施設共同整備
事業

　し尿等の処理量の減少傾向などを踏まえ、より効率的な汚水処理を
行うため、中継所内において、し尿等の前処理施設の整備工事に着手
した。

315,230千円

環境局

衛生処理センター
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平成２６年度 施策の概要調書

対
象

　産業廃棄物の事業者、収集運搬・処分を行う者等

施 策 産業廃棄物の適正処理の促進
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

13,857千円 57.2(51.8)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局

目
的

　産業廃棄物の排出抑制、適正処理等を促進し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図
る。

概
要
（

実
績
）

　許可事務や苦情処理等を通じて、産業廃棄物の排出抑制、適正処理等の促進に努めた。

　・平成２６年度中における許可件数

　　　産業廃棄物処理業　　　　　　４３件

　　　特別管理産業廃棄物処理業　　　２件

　　　産業廃棄物処理施設　　　　　　３件　　　計　４８件

　・平成２６年度中における苦情処理件数

　　　産業廃棄物不法投棄　　　　　１７件

　　　野外焼却　　　　　　　　　　２９件

　　　不適正保管　　　　　　　　　１４件

　　　その他　　　　　　　　　　　１０件　　　計　７０件

成
果
指
標

①

課
　
題

　産業廃棄物の事業者の処理責任や収集運搬・処分を行う者の責務について、更に理解を深
めてもらう必要がある。

不適正な保管等の量（産業廃棄物） 実績値 目標値

指
標
式

環境省に報告した、年度末の産業廃棄物の不適正な保管量等の合計（減少が望まし
い）

達成度
12,372 19,000

134.9%
ｔ ｔ

指
標
名
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

産業廃棄物適正処理指
導事業

　廃棄物の収集・運搬業、処分業及び施設設置の許可事務を通して処
理業者への適正処理の指導を行うとともに、パトロールによる不適正
処理の未然防止や早期発見、苦情処理及び事業場への立入検査による
改善指導を行い、適正処理の促進に一定の効果を得た。

13,857千円

環境局

環境指導課
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平成２６年度 施策の概要調書

人

指
標
名

課
　
題

　不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦を通して、更に、環境美化の推進と不法投棄防止対策
に対する意識啓発に努める必要がある。

目
的

　不法投棄を防止するとともに、市民の環境美化意識の高揚を図ることによって、清潔で美
しい高松を実現する。

概
要
（

実
績
）

　山間地や海岸線などの広範囲に渡る不法投棄ごみが見られる地域においては、行政と住民
が連携して、不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦を実施し、不法投棄されているごみの回収
を行うことにより、地域の環境美化と環境意識の向上に努めた。

成
果
指
標

①

不法投棄撲滅クリーン作戦の参加者数 実績値 目標値

指
標
式

クリーン作戦の参加者の合計

達成度
6,342 6,600

96.1%
人

対
象

　高松市内全域における不法投棄が見られる地域

施 策 不法投棄の防止
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

1,553千円 51.0(48.0)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

2

不法投棄防止対策事業 　市内全域における不法投棄が見られる地域について、職員による監
視パトロールを充実・強化して実施した結果、不法投棄行為者の特定
調査や指導を行い、不法投棄ごみの早期発見・処理に寄与した。
　また、不法投棄の抑止効果が高い監視カメラや啓発看板を設置し、
不法投棄の未然防止・早期発見・早期処理を行ったほか、保育所や幼
稚園、小・中学校等で次世代を担う子ども達に対し、環境学習を実施
した結果、地域や家庭内からの環境啓発に寄与した。1,423千円

環境局

適正処理対策室

担当課

1

高松ふれあいクリーン
事業

　不法投棄が特に多く見られる山間部や海岸線地域において、不法投
棄の撲滅に向けて、行政と市民及び企業ボランティアが協働して、不
法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦を実施し、不法投棄されているごみ
の回収を行った結果、地域の環境美化と市民の環境美化意識の高揚に
寄与した。

130千円

環境局

適正処理対策室

事務事業名及び事業費
事業内容
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平成２６年度 施策の概要調書

課
　
題

【市民政策局】
　倒壊の危険性や環境衛生面で問題のある空き家等には、防災、防犯、衛生、環境面などで
多くの問題を含んでおり、対策が急がれる。
【創造都市推進局】
　地籍調査は、災害時の復興事業を円滑に進めるためにも有効な事業であるため、調査の進
捗率の向上が課題となっている。
【都市整備局】
　市営住宅においては、老朽化による維持管理費等の増加と長寿命化計画に沿った効率的な
事業実施が課題となっている。また、建築物等の確認等の事務においては、完了検査済証の
交付率の向上が課題となっている。

件
指
標
式

建築基準法に適合した建築物の戸数

①

指
標
名

市営住宅の戸数 実績値 目標値

指
標
式

公営住宅の供給戸数

概
要
（

実
績
）

・市営住宅の維持管理、空家修繕、建替え整備を行うことにより、低廉な家賃の住宅を供給
した。

・住居表示実施区域内での新規表示設定を実施したことにより、住所の明確化に効果があっ
た。

・地籍調査の実施により、生活基盤の整備充実及び居住環境の整備に役立てた。

・開発行為の許可等の事務を適正に実施したことにより、良好な居住環境の向上に寄与し
た。

・建築確認、完了検査等の事務を適正に実施したことにより、良好な居住環境の向上に寄与
した。
・空き家等の実態調査等を実施したほか、効果的な空き家等対策について庁内で検討した結
果を、「高松市における総合的な空き家等対策の取組方針」として取りまとめた。

開発行為の許可件数 実績値 目標値 達成度
202 202

100.0%
件 件

成
果
指
標

指
標
式

都市計画法に適合した開発行為の件数

③

指
標
名

完了検査済証交付件数 実績値 目標値 達成度
84 85

98.8%
件

施 策 居住環境の整備
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

633,879千円 48.4(48.4)

②

指
標
名

達成度
4,229 4,264

99.2%
戸 戸

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
市民政策局、創造都市推進局、都市整備局

対
象

　市民（市営住宅の入居者及び入居申込者、住居表示実施区域内の住民、地籍調査計画区域
内の関係権利者、開発行為をしようとする者、建築物を建築しようとする者、空き家所有者
等）

目
的

　市営住宅の建設・適切な維持管理、住居表示設定、地籍調査の実施、開発行為や建築に係
る許認可事務の適正な実施、空き家等対策の実施をすることにより、居住環境の整備水準の
向上を目指す。
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

5

開発指導事業 　都市計画法に基づく開発許可制度の適切な運用により、無秩序な市
街化を防止するとともに一定の開発行為に対して、道路、公園等の公
共施設や必要な整備を義務付けることなどにより、良好な居住環境の
形成に効果があった。

1,159千円

都市整備局

建築指導課

3

住居表示管理事業 　市内の中心部において、土地の分合筆により、欠番や飛び番が多く
なり、住所が分かりにくいことに対応するため、土地所在地とは別
に、住居ごとに、番号を付す住居表示制度を昭和３９年から実施して
いる。
　この住居表示実施地区内において、新旧証明書発行事務や住居新築
時等における住居表示の新規設定を行ったことにより、住所の明確化
に寄与した。44千円

都市整備局

都市計画課

4

地籍調査事業 　庵治町、牟礼町、香川町において、引き続き地籍調査を実施し、地
籍の明確化を推進したことにより、国土の保全及びその利用の高度化
に寄与した。


42,004千円

創造都市推進局

地籍調査室

2

市営住宅建設事業 　住宅困窮者に対する住宅セーフティネットとしての公営住宅の役割
を担うため、建築年度が古く、老朽化が進んでいる市営住宅の建替整
備を行ったことにより、安全・安心で快適な居住環境を整備した。
　平成２６年度には、上之町Ａ団地の住替を進めて、解体工事の準備
を整えた。
　なお、香南町北部団地建て替え事業に伴う地質調査等については、
建替する住宅の入居者との合意形成に日時を要したことにより、年度
内に事業の完了が不可能となったため、事業を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１２，５００，０００円）

3,398千円

都市整備局

住宅課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

市営住宅管理事業 　住宅困窮者に対する住宅セーフティネットとしての公営住宅の役割
を担うため、空家募集用住宅の改修工事や、浄化槽・上下水道施設・
エレベータ・消防施設の保守等、市営住宅の維持管理を行ったことに
より、安全・安心で快適な居住環境を維持した。
　なお、前年度からの繰越事業である寺井町団地給水設備等の改修工
事については完了した。
　（平成２５年度繰越明許事業費：４８，２８０，０００円）544,916千円

都市整備局

住宅課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

7

空き家等対策検討事業 　近年、増加する空き家等問題に関する事案に対応するため、空き家
等の実態調査等を実施したほか、空き家等の所有者等に対する支援や
空き家等への規制、空き家等に関する相談窓口の設置などの効果的な
空き家等対策について、庁内プロジェクトチームにおいて検討し、
「高松市における総合的な空き家等対策の取組方針」を取りまとめ
た。
【空き家等実態調査結果】
　高松市総家形数　　１４２，６２５戸
　空き家総数　　　　　　５，８６８戸（４．１％）
　　うち老朽度・危険度のランクがＤ又はＥのもの
　　　　　　　　　　　　　　９３５戸

21,595千円

市民政策局

政策課

6

建築指導事業 　建築基準法等の関係規定に基づき、建築確認申請等の審査、検査、
許可、認定、届出、承認、指導、取締り、相談、閲覧、定期報告、統
計調査、道路調査等の事業を実施し、良好な居住環境の形成に寄与し
た。

20,763千円

都市整備局

建築指導課
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平成２６年度 施策の概要調書

％ ％

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
都市整備局

対
象

　市道利用者

目
的

　道路の点検、修繕及び適切な道路構造への改良などを行うことにより、良好な道路環境を
確保するとともに、その整備・充実を図る。

概
要
（

実
績
）

・道路橋りょう維持管理事業　○工事件数：１１６件　○舗装修繕面積：約８万㎡

・道路新設改良事業（単独）　○工事施工路線数：４４路線

・道路整備事業（建設計画等登載路線）　○道路整備進捗率の伸び：約１１％

・県施行道路整備事業地元負担金　○負担路線数：２８路線

・橋梁改築修繕事業　○修繕等橋梁数　４橋


施 策 身近な道路環境の整備
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

1,945,733千円 53.1(50.6)

課
　
題

　道路の維持管理は、近隣６町との合併による管理区域の拡大から、より一層のコスト縮減
が求められており、今後、橋梁のみならず、舗装についても、維持管理コストの縮減を図っ
ていく必要がある。

成
果
指
標

①

指
標
名

市道改良率（５０ｍ以上連続した幅員４ｍ以上の
延長の比率）

実績値 目標値

指
標
式

５０ｍ以上連続した幅員４ｍ以上の延長／全延長

達成度
63.00 63.52

99.2%
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

2

橋梁改築修繕事業 　橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的に橋の修繕等を行ったこと
により、管理コストを縮減するとともに、道路交通の安全性を確保し
た。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：１４２，１５５，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である橋梁修繕工事等については完了
した。
（平成２５年度繰越明許事業費：６８，０５１，７６０円）
（内訳）修繕等橋梁数：４橋

75,860千円

都市整備局

道路整備課

担当課

1

道路整備事業（建設計
画等登載路線）

　建設計画等に位置付けられている２車線以上の道路の整備を行った
ことにより、地域住民の利便性の向上や安全で安心できる道路環境の
創出を推進した。
　なお、地権者との協議に日時を要したことなどにより、年度内に事
業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１５８，８５６，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である用地買収等については完了し
た。
（平成２５年度繰越明許事業費：４８，８７８，０１０円）
（内訳）道路整備進捗率の伸び：約１１％

214,985千円

都市整備局

道路整備課

4

県管理河川改修関連橋
りょう架替事業

　本事業は、県の河川改修にあわせ、橋梁をグレードアップすること
により、生活環境の向上に寄与するものであり、平成２６年度は、橋
梁の架替について、河川管理者である県と協議を行った。

都市整備局

道路整備課

3

道路橋りょう維持管理
事業

　道路を保全するための点検、修繕を行ったことにより、安全で安心
できる道路環境を確保した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：６６，７４８，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である道路修繕工事等については完了
した。
（平成２５年度繰越明許事業費：４２，１７３，４５６円）
（内訳）工事件数：１１６件
　　　　舗装修繕面積：約８万㎡

1,150,151千円

都市整備局

道路管理課

5

県施行道路整備事業地
元負担金事業

　県が施行する道路整備について、道路法第５２条に基づき地元負担
金として事業費の１０％を負担したことにより、地域住民の利便性の
向上や安全で安心できる道路環境の創出を推進した。
　なお、実施主体である県が事業の一部を翌年度に繰り越したことに
より、年度内に支出が不可能となったため、負担金の一部を翌年度に
繰り越した。
（繰越明許費繰越額：３１，５８４，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である道路整備に係る負担金の支出に
ついては完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：１４，９６６，１０８円）
（内訳）負担路線数：２８路線

39,675千円

都市整備局

道路整備課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

道路新設改良事業 　適切な道路構造への改良を行ったことにより、地域住民の利便性の
向上や安全で安心できる道路環境の創出を推進した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：１４３，７００，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である道路改良工事については完了し
た。
（平成２５年度繰越明許事業費：７８，８７２，８８０円）
（内訳）工事施工路線数：４４路線

465,062千円

都市整備局

道路整備課
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平成２６年度 施策の概要調書

課
　
題

【都市整備局・教育局】

　市民の身近な公園の整備を望む声は多く、公園が整備されていない小学校区もあることか
ら、公園の適正配置を推進し、市民ニーズに対応していく必要がある。

指
標
式

都市公園面積／市人口

成
果
指
標

①

指
標
名

公園愛護会の団体数 実績値 目標値

指
標
式

公園愛護会数

概
要
（

実
績
）

・身近な公園（三谷公園・勅使大隅公園）の整備を進め、街のみどりの創造に努めた。
・ちびっこ広場の整備により、市民が気軽に憩い、ふれあえる場を創出することができた。

・公園・街路樹の維持管理により、緑豊かで美しい景観の維持に寄与した。

・名木の保護により、地域のシンボルである名木の保存・育成に寄与した。

・花壇づくりやフラワーフェスティバルの開催により、快適な生活環境づくりや緑化意識の
高揚に寄与した。

・公共公益施設、民有地の緑化により、緑豊かな潤いのあるまちづくりに寄与した。

・公園・校庭の芝生化により、温暖化対策に寄与するとともに、市民や児童が憩え、楽しめ
る空間を創出することができた。

・東部運動公園の整備が平成２５年度に計画どおり完成し、平成２６年５月１日から全面供
用を開始した。

市民一人当たり都市公園面積 実績値 目標値 達成度
8.14 8.20

99.3%
㎡ ㎡

施 策 みどりのまちづくり
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

559,500千円 57.2(53.4)

②

指
標
名

達成度
149 146

102.1%
団体 団体

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
都市整備局、教育局

対
象

　市民


目
的

　公園の整備や緑地の保全等により、生活環境の向上を目指す。
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

2

公園・街路緑化事業 　公園（３０箇所）の高木や街路樹（高木２，６３３本・低木）の剪
定及び病害虫の駆除等を行い、樹木の育成や樹形を整えたことによ
り、市民に緑あふれる快適な環境を提供できた。

　なお、前年度からの繰越事業である伏石大池線道路植栽工事につい
ては、完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：４３５，２４０円）

83,247千円

都市整備局

公園緑地課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

学校施設緑化事業 　みどり豊かな教育環境を整備するため、小学校運動場の芝生化を学
校現場と地域が一体となり実施したことにより、次代を担う子どもた
ちの育成に寄与した。
　なお、木太北部小学校潅水設備工事を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１２，２４８，０００円）

17,409千円

教育局

総務課

3

名木保護事業 　郷土の景観やシンボルである貴重な古木・巨木４９本を、高松市の
名木として指定し、樹木の紹介や管理を支援するとともに、２６年度
は４本の樹勢診断を行ったことなどにより、市民に自然の恵みを与え
てきた名木の保存に寄与した。

1,098千円

都市整備局

公園緑地課

4

花いっぱい推進事業 　駅前広場や道路、商店街の街角の公共花壇（花壇面積３，７６６
㎡）や、公園やポケットパーク等の地区花壇（１，３０３㎡）の草花
管理を推進するとともに、フラワーフェスティバルを開催したことに
より、快適な生活環境や潤いのあるまちづくりを推進することができ
た。

41,800千円

都市整備局

公園緑地課

5

ちびっこ広場整備事業 　第２次高松市緑の基本計画に基づき、地域に都市公園等がなく、当
分の間、公園整備が見込まれない地区へ公園を補完する目的でちびっ
こ広場の整備を行った。


7,668千円

都市整備局

公園緑地課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

7

竜王山公園整備事業 　園路及び合併記念広場の整備等を実施し、竜王山公園（仮称）整備
による新たな市民の憩いの場の創出を推進した。

　なお、地元関係者との協議に日時を要したことなどにより、年度内
に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。

（繰越明許費繰越額：８０，５００，０００円）

　また、前年度からの繰越事業である竜王山公園（仮称）散策路整備
工事、灌水施設整備工事等については完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：６３，９６６，７２０円）

64,466千円

都市整備局

公園緑地課

8

身近な公園整備事業 　第２次緑の基本計画に基づき、三谷公園（仮称）及び勅使大隅公園
（仮称）の整備を行うことにより、小学校区に公園がない地域や公園
が少ない地域に、気軽に憩いふれあえる場を創出することができた。
　なお、地元関係者との協議に日時を要したことなどにより、年度内
に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：３１，２３５，０００円）8,840千円

都市整備局

公園緑地課

6

公園施設管理運営事業 　公園愛護会による公園の清掃活動のほか、公園施設の安全点検、修
繕及び樹木の剪定などの愛護活動を支援したことにより、公園の適切
な維持管理ができた。また、平成２６年５月１日から、東部運動公園
が全面供用した。
  なお、地元関係者との協議に日時を要したことなどにより、年度内
に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：２６，２２２，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である中央公園キュービクル整備工事
等については、完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：６０，５５９，７４４円）

334,972千円

都市整備局

公園緑地課
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平成２６年度 施策の概要調書

課
　
題

　県が施行する海岸保全、港湾建設及び港湾調査事業に対する地元負担金については、厳し
い財政状況を踏まえ、県に対し、負担率の軽減やコストの縮減を要望している。

指
標
式

台風による高潮で被害を受けた床上下浸水家屋の解消棟数（増加が望ましい）

成
果
指
標

①

指
標
名

防潮堤整備による浸水（床上下）棟数の解消 実績値 目標値

指
標
式

解消棟数累計／全体浸水（床上下）棟数

②

指
標
名

達成度
62.5 64.7

96.6%
％ ％

浸水（床上下）棟数 実績値 目標値 達成度
2,035 1,686

120.7%
棟 棟

概
要
（

実
績
）

・高潮等関連整備　延長　　４６３ｍ

・生活排水路整備　延長１，３１２ｍ

・河川整備　延長７０４ｍ

・漁港保守点検９６日／年・適正管理１２漁港

・港湾保守点検９６日／年・適正管理９港湾

・女木港海浜広場保守点検２４日／年・高松港清掃事業補助

・港湾整備　延長９７ｍ

・県施行海岸保全事業負担・県施行港湾建設事業負担・県施行港湾調査事業負担

担当局
都市整備局

対
象

　河川・生活排水路・港湾・漁港・海岸などの施設

目
的

　各施設の適正管理及び計画整備を行い、その機能を十分に発揮させる。

施 策 河川・港湾の整備
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

651,440千円 53.3(51.2)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

4

漁港施設管理事業 　市管理漁港の修繕、改良等を行うとともに、漁港内の清掃の実施、
廃船処理や不法投棄対策を行ったことにより、適切な漁港管理に寄与
した。

　漁港保守点検９６日／年・適正管理１２漁港

17,583千円

都市整備局

河港課

5

漁港整備事業 　漁港整備事業を総合的かつ計画的に推進するため、関係者と協議を
行い事業の円滑化を図り、漁港環境の健全化に寄与した。


都市整備局

河港課

2

生活排水路整備事業 　生活排水等により水質が悪化したり、通水不良となっている生活排
水路の改修及びしゅんせつ工事を行うことにより、生活環境の改善に
寄与した。

　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。

（繰越明許費繰越額：２２，２０７，０００円）

　また、前年度からの繰越事業である鶴尾第３排水区雨水渠築造工事
等については完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：３２，６５６，０００円）

（内訳）

　生活排水路整備　　　　延長１，３１２ｍ　

　生活排水路しゅんせつ　体積５４５㎥

85,469千円

都市整備局

河港課

3

河川改良事業 　高松市が管理する準用河川及び普通河川において、大雨や台風時の
通水機能を確保し、洪水被害を未然に防ぐため、老朽化した護岸構造
物の改修やしゅんせつ工事を実施した。

　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。

（繰越明許費繰越額：２１３，９７４，０００円）

　また、前年度からの繰越事業である奥々排水路改修工事等について
は完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：２５，８６９，６０１円）

（内訳）

　河川改修　　　　延長７０４ｍ　

　河川しゅんせつ　体積５５㎥

83,351千円

都市整備局

河港課

担当課

1

高潮等関連整備事業 　平成１６年度の台風による高潮被害を踏まえ、香川県津波・高潮対
策整備推進アクションプログラムに基づき、高潮による浸水被害を最
小限に抑えるため、市管理の港湾・漁港内施設に胸壁、陸こう等の整
備を行った。

　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。

（繰越明許費繰越額：１４８，７９０,０００円）

　また、前年度からの繰越事業である高松漁港護岸改良工事等につい
ては完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：２３１，０２３，９２０円）

　防潮堤等整備　Ｌ＝４６３ｍ

234,873千円

都市整備局

河港課

事務事業名及び事業費
事業内容

133



平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

担当課

事務事業名及び事業費
事業内容

10

県施行港湾建設事業 　事業主体である香川県が施行する大規模地震時の緊急輸送拠点とな
る耐震強化岸壁の整備、防災拠点としての緑地の整備、高潮対策事業
など、一層使いやすく且つ機能強化された港湾整備を促進するため、
これに要する費用の一部を負担した。
　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：８１，３１２，０００円）
また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：１５６，８５４，３３０円）

190,374千円

都市整備局

河港課

8

港湾整備事業 　港湾機能の強化、健全化を行うなど、港湾整備事業を総合的かつ計
画的に推進したことにより、地域産業の発展及びこれによる海上交通
の安定などに寄与した。

　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。

（繰越明許費繰越額：１４，０３４，０００円）
2,046千円

都市整備局

河港課

9

県施行海岸改修事業 　香川県津波・高潮対策整備推進アクションプログラムに基づき、香
川県が施行する津波・高潮危機管理対策事業に対し、費用の一部を負
担した。

　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。

（繰越明許費繰越額：１，４３５，０００円）

　また、前年度からの繰越事業については完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：２２７，０１０円）

859千円

都市整備局

河港課

6

港湾施設管理事業 　市管理港湾の修繕、改良等を行うとともに、港湾内の清掃の実施、
港湾利用の適切な使用を求めることで、適正な港湾管理に寄与した。
　また、前年度からの繰越事業である女木港浮桟橋撤去工事について
は完了した。
　（平成２５年度繰越明許事業費：６，２００，０００円）
　港湾保守点検９６日/年/・適正管理９港湾）

29,146千円

都市整備局

河港課

7

海浜・海面管理事業 　市管理海浜広場に設置されている便所浄化槽の保守点検及び維持管
理、及びごみ回収処理活動の支援を行うことで、海洋環境の維持に寄
与した。

5,454千円

都市整備局

河港課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

担当課

事務事業名及び事業費
事業内容

11

県施行港湾調査事業 　高松港の管理者である香川県が、港湾法に基づき、港湾の開発、利
用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全を図るための計画を促進
するため、高松港管理に関する協定に基づき、県施行高松港港湾計画
調査に要する費用の一部を負担した。

　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。

（繰越明許費繰越額：５４７，０００円）

　また、前年度からの繰越事業については完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：４３２，０００円）

2,285千円

都市整備局

河港課
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平成２６年度 施策の概要調書

課
　
題

　生活排水対策をより強化するために、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進
や、下水道未接続世帯の解消に努めるなど、具体的な取組の継続が必要である。

ｈａ
指
標
式

雨水対策整備済面積

成
果
指
標

①

指
標
名

汚水処理人口普及率 実績値 目標値

指
標
式

汚水処理人口／行政人口

対
象

　市民

目
的

　生活環境の改善や公衆衛生の向上、浸水被害の軽減・解消、さらには、河川、海域等の公
共用水域の水質保全を図る。

概
要
（

実
績
）

　汚水管渠の整備を行い、新たに約２５ｈａの供用を開始するとともに、鶴尾第３雨水幹線
や仏生山第５雨水幹線などの整備を行い、生活環境の改善や浸水被害の軽減に寄与した。

　また、下水処理場やポンプ場の適切な運転・維持管理と老朽化の進んだ設備の改築工事に
より、処理機能を確保するとともに、引き続き再生水を供給して、下水道資源を有効利用し
た。

　さらに、１，１５３基の合併処理浄化槽の設置経費に助成を行い、この内２０１基の単独
処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換については、上乗せ補助を行い、生活雑排水による
水質汚濁の軽減に寄与した。

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
上下水道局

②

指
標
名

達成度
84.9 86.4

98.3%
％ ％

雨水対策整備済面積 実績値 目標値 達成度
2,834 2,844

99.6%
ｈａ

施 策 下水道・合併処理浄化槽の整備
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

4,584,936千円 54.4(51.3)
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

2

浄化槽管理指導事業 　浄化槽の適正な維持管理を推進するため、浄化槽の法定検査未受験
管理者に対する受験指導を２８，３９５件実施した。
  浄化槽管理士の研修会を１回開催した。

  新たに浄化槽を設置した浄化槽管理者に対して浄化槽教室を３回実
施した。

2,700千円

上下水道局

給排水設備課

1

合併処理浄化槽設置整
備事業

　生活排水の処理を行い、川や海などの水質汚濁を軽減するため、原
則として、下水道事業計画区域外における、自己の専用住宅の合併処
理浄化槽の設置に対し補助を行なうほか、単独処理浄化槽から合併処
理浄化槽への転換についても、平成２５年度から上乗せ補助を行うな
ど、生活排水処理対策を推進した。

　合併処理浄化槽設置整備事業補助　１，１５３基

　（単独処理浄化槽撤去２０１基を含む）

　（繰越明許費繰越額：７，０６４，０００円）

　（２５年度繰越明許事業費：９６，６１４，０００円）

366,756千円

上下水道局

給排水設備課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課
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平成２６年度 施策の概要調書

指
標
名

施設

課
　
題

【市民政策局】
　「水環境」に関する取組は極めて広範囲に及ぶことから、市内部はもとより、国・県・関
係機関等との相互理解の下、連携・協力体制を構築することが必要である。
【上下水道局】
　下水道処理水再生水の利用に当たっては、利用者において、上水道と分離した専用の配管
や受水槽の整備が必要なため、利用者の理解が必要である。また、雨水利用施設整備につい
て、更なる普及を図るため、助成制度の積極的な周知が必要である。

指
標
式

１人１日当たりの平均水道使用量　（一日平均有収水量）／（給水人口）×１０００
（減少が望ましい）

成
果
指
標

①

指
標
名

再生水利用施設数 実績値 目標値

指
標
式

再生水利用施設数

②

対
象

　市民、事業者


１人１日当たりの平均水道使用量 実績値 目標値 達成度
301 306

101.6%
ℓ ℓ

達成度
61 68

89.7%
施設

目
的

　限りある水資源を有効利用することで、安全・安心で豊かな水環境を、持続可能な形で未
来の子どもたちに引き継ぐ。

概
要
（

実
績
）

　「持続可能な水環境の形成に関する条例」に基づき策定した「水環境基本計画」を円滑に
実施するため、「第１期実施計画（平成２３～２７年度）」の平成２５年度の実績を検証し
た。

　また、引き続き、雨水貯留タンクなどの設置を助成する「雨水利用施設助成事業」、下水
処理水を高度処理した水を水洗便所用水として供給する「再生水利用下水道整備事業」、我
が家の水がめづくり「巧水キャンペーン」事業や「水道週間関連行事」など、水の有効利用
促進事業に取り組むことにより、市民、事業所の自発的・積極的な節水行動や節水意識の向
上に寄与した。

施 策 水の循環利用と節水の推進
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

3,485千円 54.2(51.5)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 水を大切にするまちづくり

担当局
市民政策局、上下水道局
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市民政策局

水環境対策室

担当課

2

水環境基本計画推進事
業

　「高松市持続可能な水環境の形成に関する条例」に基づき策定した
「高松市水環境基本計画」を着実に実施するため、平成２３年度に策
定した「第１期実施計画」における実施状況を取りまとめ、計画の進
捗状況等の報告を行った。
  また、持続可能な水環境の形成に関する施策を総合的かつ計画的に
推進するため、学識経験者や国・県等の関係団体のほか、公募市民で
構成する「高松市水環境協議会」を開催した。617千円

市民政策局

水環境対策室

1

我が家の水がめづくり
事業

　節水に関する事業や啓発活動等を総称する「我が家の水がめづく
り」の取組の一環として、「巧水キャンペーン」を実施した。
 「巧水キャンペーン」の応募に当たり、「水」の学習年次である小
学４年生を重点的に応募対象としたことにより、応募件数が前年度の
１．７倍の１，７２２件となり、節水意識の高揚につながった。
　また、水道週間に併せて、本市の主要水源地域の特産品等を販売す
る水源地交流物産市の開催などにより、市民の水源地域への理解を深
めることができた。

2,868千円

事務事業名及び事業費
事業内容
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　水道利用者等

目
的

　お客さまが安心して飲める水を、いつでも安定的により安価に供給する。

件

概
要
（

実
績
）

　県が行う椛川ダム建設事業に対する負担金の支出を始め、自己処理水源確保のための地下
水の開発（取水施設電気設備工事、鉄・マンガン処理前処理設備工事）や浅野浄水場整備事
業（急速系浄水施設築造工事、再生可能エネルギー設備導入工事など）を施行しているほ
か、管網整備事業として、未給水地区への配水管布設工事、合併町との相互連絡管布設工
事、道路改良工事にあわせた配水管布設工事、老朽配水管の布設替工事などを施行し、安定
給水に寄与した。

　また、小規模貯水槽の点検啓発事業に取り組むとともに、鉛管解消対策事業では、あらゆ
る工事機会を捉えた鉛管の取替えや助成制度の利用促進など、鉛製給水管の解消に積極的に
取り組んだ。

　なお、給水区域外の居住者に対しては、自家用給水装置の費用の一部を補助し、飲用水の
確保に寄与した。

施 策 安全で安定した水道水の供給
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

270,604千円 60.2(58.4)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 水を大切にするまちづくり

担当局
市民政策局、環境局、都市整備局、上下水道局

対
象

①

指
標
名

自己処理水比率 実績値 目標値

指
標
式

年度当たり年間給水量に占める年間自己処理水量の割合　（年度当たり年間自己処理
水量）／（年度当たり年間給水量）×１００

②

指
標
名

達成度
43.7 43.2

101.2%
％

課
　
題

【環境局】
　生活用水確保対策事業については、利用件数が伸び悩んでいることから、制度の周知を広
く図り、自己の用に供する飲用水の安定的な確保を図る必要がある。

【都市整備局】
　県施行に対する地元負担金については、厳しい財政状況を踏まえ、県に対し、負担率の軽
減や、コストの縮減を要望している。

【上下水道局】
　給水量の増加が期待できない厳しい経営状況の下、安全な水を安定供給するために、自己
処理水源の拡充、効率的な施設等の整備、更新、耐震化を図る必要がある。

指
標
式

年度当たり、水質に関する苦情件数（減少が望ましい）

成
果
指
標

％

水質苦情件数（水道水） 実績値 目標値 達成度
46 20

△30.0%
件
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担当課

事務事業名及び事業費
事業内容

1

椛川ダム整備事業（水
源地域整備事業）

　椛川ダム建設による水源地域への影響を緩和し、関係住民の生活の
安定と福祉の向上を図るため、市道西の峰線において道路改良工事を
行った。
　なお、地元関係者等との協議に日時を要したことにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：１３，５００，０００円）5,903千円

都市整備局

河港課

2

渇水対策事業 　平成２６年度においては、予算措置等を行い、渇水発生に備えるこ
とができた。５日間取水制限が行われたものの、具体の事業は実施し
ていない。

市民政策局

水環境対策室

3

生活用水等確保対策事
業補助事業

  高松市水道事業の給水区域外の区域に居住する者に対し、自家用給
水装置の費用の一部を補助し、自己の用に供する飲用水の安定的な確
保に努めたが、補助件数は、１件にとどまった。

　・生活用水確保対策事業補助件数：１件（改修１件）

50千円

環境局

環境総務課

4

椛川ダム整備事業（建
設事業）

　香川県が施行する治水、利水、渇水対策機能を持つ多目的ダムの建
設に対して、その費用の一部を負担した。

　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰越したこと
により、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌
年度に繰り越した。

（繰越明許費繰越額：１１４，７４１，０００円）

　また、前年度からの繰越事業については、実施主体の事業が遅れた
ことにより、年度内に事業の一部を翌年度に繰り越した。

（２５年度繰越明許事業費：１０４，７９６，０００円）
（うち事故繰越し繰越額：３，９５２，０００円）

186,136千円

都市整備局

河港課

5

椛川ダム水源地域県施
行道路新設改良事業

　椛川ダム建設による水源地域への影響を緩和し、関係住民の生活の
安定と福祉の向上を図るため、香川県が施行する道路新設改良事業に
対し、費用の一部を負担した。

　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰越したこと
により、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌
年度に繰り越した。また、前年度からの繰越事業については完了し
た。

（繰越明許費繰越額：７，６２０，０００円）

　また、前年度からの繰越事業については完了した。

（２５年度繰越明許事業費：４，９１２，５１０円）

11,301千円

都市整備局

河港課
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課
　
題

　消防署所等適正配置計画に基づき、東消防署及び北消防署朝日分署を計画的に移転整備す
るほか、消防・救急無線のデジタル化を推進する。

実績値 目標値 達成度
32 40

120.0%
件 件

指
標
式

年間の火災件数（減少が望ましい）

指
標
式

年間の心肺停止患者に対する応急処置件数の割合
②

指
標
名

心肺機能が停止していた人に対して応急処置を実
施した率

実績値 目標値 達成度
31.2 33.0

94.5%

概
要
（

実
績
）

　「消防体制の整備」においては、計画的な消防施設の整備拡充を図り、総合的な消防力の
向上に取り組むため、消防署所等適正配置計画に基づき、移転整備に伴う東消防署の建設工
事や北消防署朝日分署の基本・実施設計を行った。
　また、消防車輌の老朽化に伴い、計画的に消防車両を更新したほか、古高松分団第２部消
防屯所の増築用地を購入するとともに、川添分団第２部、香西分団消防屯所の建設工事を
行った。
　さらに、高度化・複雑化する各種災害に対し、迅速かつ的確に対処できる体制を構築する
ため、消防救急デジタル無線システムに係る活動波を整備したほか、消防水利整備事業で
は、耐震性防火水槽を３基設置するとともに、新たに消火栓を３５個設置したことにより、
消防体制の更なる充実・強化に努めた。

成
果
指
標

①

指
標
名

住宅火災件数

％ ％

施 策 消防体制の整備
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

1,803,673千円 63.7(60.3)

対
象

　市民

目
的

　生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、こ
れらの災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行う。

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
消防局
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5

消防活動事業 　火災予防・消火防災・救急救助における、災害現場活動に必要な資
機材の購入及び修繕などの経費や、各種訓練に必要な費用を支出し、
消防力の維持向上に寄与した。
　なお、前年度からの繰越事業である室町防火水槽撤去工事等につい
ては完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：１４，３２４，６４１円）

60,468千円

消防局

総務課

3

消防緊急情報システム
整備事業

　高度化・複雑化する各種災害に対し、迅速かつ的確に対処できる体
制を構築するため、消防救急デジタル無線活動波等の整備を行い、消
防力の維持向上に寄与した。
　なお、前年度からの繰越事業である消防救急デジタル移動局無線装
置購入事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：２４６，２７３，４８０円）

433,990千円

消防局

情報指令課

4

消防職員研修事業 　高度化・複雑化する災害活動に、適切に対応できる消防職員を育成
するため、消防大学校及び消防学校に職員を派遣するとともに、救急
救命士を養成するための研修に派遣するなど、職員の資質向上につな
げた。

15,881千円

消防局

総務課

1

消防署所適正配置整備
事業

　「消防署所等適正配置計画」に基づき、移転整備に伴う、東消防署
の建設工事等を実施するとともに、北消防署朝日分署の建設工事に伴
う基本・実施設計を行い、総合的な消防力の効率化を推進した。
　なお、北消防署朝日分署、東消防署整備事業については、契約の締
結に不測の日時を要したことなどにより、年度内に事業の完了が不可
能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：６２，１８２，０００円）
  また、前年度からの繰越事業である南消防署香川分署耐震補強等改
修工事や東消防署用地造成工事等については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：６８，３０６，０６０円）

377,105千円

消防局

総務課

2

消防屯所整備事業 　市内９７箇所の消防屯所における、建物の老朽度、狭あい度などを
総合的に勘案し、計画的に屯所を整備するため、古高松分団第２部消
防屯所の増築整備に伴う用地を購入したほか、川添分団第２部、香西
分団消防屯所建築工事を行い、消防力の充実に寄与した。
　なお、川添分団第２部、香西分団消防屯所整備事業については、契
約の締結に不測の日時を要したことなどにより、年度内に事業の完了
が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：４７，６００，０００円）

17,003千円

消防局

総務課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課
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事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

9

消防団活動推進事業 　消防団活動に必要な報酬、費用弁償及び旅費のほか、退職・災害補
償及び福祉共済に関する経費や、団員の研修、表彰及び被服費等を支
出することにより、地域防災力の維持向上に寄与した。

217,919千円

消防局

総務課

10

消防屯所管理事業 　市内９７箇所の消防屯所の光熱水費、土地賃借料及び施設修繕料な
ど、維持管理に必要な経費を支出し、消防力の維持向上に寄与した。
　なお、前年度からの繰越事業である女木分団東浦消防屯所車庫建設
工事については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：６，９５５，７３２円）

16,060千円

消防局

総務課

7

消防署所管理事業 　消防署所の電気、ガス、水道料及び電話料等を始め、電気工作物等
保守点検費、ごみ収集及び庁舎等清掃費、並びに庁舎修繕等の経費を
支出し、消防力の維持に寄与した。

144,233千円

消防局

総務課

8

消防事務管理事業 　消防事務を円滑に実施するため、非常勤嘱託雇用の報酬等を始め、
職員の福利厚生費や被服費、事務に関する経費を支出するとともに、
消防施設整備のための消防施設整備基金の利子を積み立て、消防力の
維持に寄与した。

77,192千円

消防局

総務課

6

救急艇等管理事業 　女木・男木・大島などの本市離島における、迅速な救急搬送体制を
維持するため、船長等の雇用に必要な非常勤嘱託報酬等を始め、燃料
費用、修繕費及び保険料などを支出し、消防力の向上に寄与した。

33,769千円

消防局

総務課
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事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

13

消防業務受託事業 　三木・綾川町の消防業務を受託するため、人件費を除いた消防活動
に必要な各種経費を支出し、広域的な消防行政を推進した。

34,904千円

消防局

総務課

11

消防車輌整備事業 　常備消防車両８７台と非常備消防車両１１０台の燃料費、保険料及
び修繕等を行うとともに、老朽化した消防車両を計画的に更新整備す
るため、常備では、東消防署に水槽付消防ポンプ自動車を、非常備で
は、消防ポンプ自動車４台を更新し、消防体制の充実強化につなげ
た。
　なお、前年度からの繰越事業である北消防署に配備する災害対応特
殊はしご付消防自動車購入事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：１６９，９２５，９４２円）

340,527千円

消防局

総務課

12

消防水利整備事業 　消防水利の基準に基づき、消火活動に必要な消火栓３５個及び耐震
性防火水槽３基（西春日町・香川町・牟礼町）を整備し、消防力の向
上に寄与した。
　なお、国の補正予算における消防防災施設整備事業に係る耐震性貯
水槽の整備については、施行期間を確保するため、翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：２０，５００，０００円）
　耐震性貯水槽６０㎥２基（郷東町・塩江町）

34,622千円

消防局

総務課
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平成２６年度 施策の概要調書

100.0 100.0
100.0%

％ ％

概
要
（

実
績
）

　住宅などの耐震化施策とともに、災害時の緊急放送体制を整備するため、防災行政無線の
デジタル化とともに防災ラジオの普及に努めたほか、危機管理センター（仮称）等の整備に
向け、施設の実施設計を完了し、工事契約を締結するなど防災体制の整備・充実に取り組ん
だ。

　また、「自分たちの地域は、自分たちで守る」という共助の理念の下、自主防災組織結成
促進プロジェクトチームを設置し、自主防災組織の結成を積極的に呼びかけ、結成された組
織のうち、平成２６年度に申請のあった４８組織に対して資機材を助成するとともに、防災
訓練等を実施した。更に、平成２４年度から小学校区等を単位として、地域の子どもや保護
者とも一体となって行う実践的な防災訓練で使用する資機材等の購入資金を補助する自主防
災力強化事業を実施し、地域防災力向上に寄与した。

※自主防災組織について、平成２２年度から国の表記が、組織率から活動カバー率に変更に
なったことから、平成２２年４月９日から香川県下統一して、活動カバー率に表示変更と
なった。

施 策 危機管理体制の整備
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

2,839,152千円 53.6(49.5)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
総務局、財政局、創造都市推進局、都市整備局、消防局、教育局

対
象

　市民

目
的

　災害時に安全に避難できる体制を整備し、自助・共助・公助の連携の下、被害を最小限に
食い止める。

課
　
題

【総務局】
　災害時の緊急放送体制や防災資機材の整備。
【財政局】
　危機管理センター（仮称）等の早期整備。
【創造都市推進局】
　ため池ハザードマップ（中規模ため池）２７か所の早期完成。
【都市整備局】
　大雨の発生頻度が高まる一方で、ポンプ施設の老朽化が進行しており、より一層の点検及
び機能確保が必要。
【消防局】
　自主防災組織活動カバー率１００％となり、今後は、防災訓練の支援等を行い自主防災組
織の育成促進を図る。
【教育局】
　中学校の全面改築を除き、小・中・高松第一高等学校の耐震補強工事による耐震化は終了
しており、今後は、非構造部材の耐震化について点検・調査を行い、適切に対応していく。

指
標
式

高松市の自主防災組織の活動カバー率

成
果
指
標

①

指
標
名

自主防災組織の組織率 実績値 目標値

指
標
式

高松市の自主防災組織の組織率（平成２３年度から，国の表記と合せて「活動カバー
率」を使用する。）

②

指
標
名

達成度

－

自主防災組織の活動カバー率 実績値

－ －

目標値 達成度
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

小・中学校施設耐震化
事業

　学校施設の安全性の確保、また、災害時の避難場所としての機能整
備のため、高松市立小・中学校施設耐震化実施計画に基づき施設の耐
震化を実施しており、紫雲中学校及び山田中学校について校舎等の改
築に合わせて実施した。
　なお、紫雲中学校校舎改築事業及び山田中学校校舎等改築事業の一
部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：４０２，１０５，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である紫雲中学校、山田中学校校舎等
改築事業及び紫雲中学校校舎等改築事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：５５０，９９４，０００円）

2,240,210千円

教育局

総務課

2

住宅建築物耐震改修等
事業

　住宅・建築物の耐震化を促進し、地震時の建物の倒壊等によって発
生する人的、経済的被害を軽減するため、住宅のほか、緊急輸送道路
沿いや耐震診断が義務化された民間建築物に対し、耐震診断、耐震改
修等に要する費用の一部を助成した。
　なお、年度内の完了が不可能となった事業の一部を翌年度に繰り越
した。
（繰越明許費繰越額：８９，６９０，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：９，５７６，０００円）

68,462千円

都市整備局

建築指導課

3

自主防災組織等育成事
業

　「自分たちの地域は、自分たちで守る」という共助の理念のもと、
地域を災害から守るために結成した自主防災組織等を育成するため、
災害時の被害軽減活動や避難生活に必要な資機材の購入経費を助成す
るなど、地域防災力の維持向上及び地域コミュニティの活動拠点の更
なる活性化に取り組んだ結果、自主防災組織活動のカバー率１００％
を達成した。

24,397千円

消防局

消防局予防課

4

デジタル式同報系防災
行政無線整備事業

　市民に災害情報等を迅速に伝達し、被害の軽減を図るため、市内全
域を一波としたデジタル式同報系防災行政無線に更新するとともに、
屋外拡声子局を拡充し整備している。また、平成２６年度から、防災
ラジオを製作し、有償による市民への普及を始めた。
　なお、契約の締結に不測の日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：２１７，５４５，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である高松市地域コミュニティ無線工
事（香川町・香南町）については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：３４，９３８，０００円）

131,916千円

総務局

危機管理課

5

防災行政無線事業 　平成１８、１９年度で整備した同報系デジタル式防災行政無線及び
合併町のアナログ式防災行政無線、移動系の無線機器の保守点検を実
施した。

17,742千円

総務局

危機管理課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

防災資器材整備事業 　災害時の備蓄品として、簡易トイレ２５５個、し尿凝固剤５５５個
を購入した。

2,876千円

総務局

危機管理課

7

防災事業 　災害時に迅速に避難が行えるよう、指定避難所となる市立小・中学
校などに特設公衆電話を設置するとともに、標識修繕等の維持管理を
行った。
　なお、施工内容の検討に日時を要したことにより、年度内に事業の
完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１０，９８２，０００円）

3,012千円

総務局

危機管理課

8

ポンプ場等整備・維持
管理事業

　大雨や台風時等における河川の氾濫浸水を防ぐため、ポンプ場及び
水門等の点検整備や維持修繕を実施し、施設本来の機能を維持させ
た。

　なお、地元関係者との協議に日時を要したことなどにより、年度内
に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：１８，０８０，０００円）92,628千円

都市整備局

河港課

9

急傾斜地崩壊防止事業 　香川県急傾斜地崩壊防止対策事業県費補助要綱に基づく採択基準に
合致した市内１箇所において、急傾斜地崩壊による災害から市民の生
命を守るため、崩壊防止対策工事を施行した。

　なお、前年度からの繰越事業については完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：４，６５１，５６０円）

18,977千円

都市整備局

河港課

10

水防対策事業 　水防法に基づき市域内の水防責任を十分に果たすため、水防本部を
設置し、水災害の軽減を図るための水防活動を推進したほか、水防用
資機材の購入整備及び管理水防倉庫の修繕を実施し、安全で安心して
暮らせる環境整備に寄与した。

48,371千円

都市整備局

河港課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

11

国民保護推進事業 　高松市国民保護計画について、修正等の必要が生じた場合には、高
松市国民保護協議会を開催するとともに、その内容を広く市民へ周知
するため、広報たかまつ及び市ホームページなどに掲載している。

総務局

危機管理課

12

地域防災対策事業 　高松市地域防災計画（震災対策編）に基づき、震災対策活動の習熟
及び防災関係機関との連携強化、市民の防災意識の高揚等を図るた
め、大地震を想定した震災対策総合訓練を、鬼無小学校にて、２９機
関・団体、地域住民約９００人が参加し実施した。


368千円

総務局

危機管理課

13

県施行急傾斜地崩壊防
止事業

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づき、香川県が
施行する急傾斜地崩壊防止対策事業に対し、費用の一部を負担した。

　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。

（繰越明許費繰越額：５，０４７，０００円）

　また、前年度からの繰越事業については完了した。

（平成２５年度繰越明許事業費：８，７７４，８９４円）

13,767千円

都市整備局

河港課

14

地域防災計画見直し事
業

　県が公表した香川県地震・津波被害想定などに基づき、新たな防災
マップを作成し、市内の全戸へ配布した。
　なお、前年度からの繰越事業である高松市防災マップ作成業務につ
いては完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：２７，４６８，８８０円）

29,845千円

総務局

危機管理課

15

危機管理センター（仮
称）等整備事業

　常設の災害対策本部機能を有する「高松市危機管理センター（仮
称）等」を整備するため、１１月に施設の実施設計を完了した後、２
７年３月に工事契約を締結した。また、建設期間中の仮設公用車駐車
場等整備工事や建設予定地の樹木移植工事に着手した。
　なお、工程調整に日時を要したことなどにより、仮設公用車駐車場
等整備工事及び樹木移植工事の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：２７，０７８，０００円）105,169千円

財政局

危機管理センター整備室
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

16

ＭＣＡ移動系無線・衛
星携帯電話整備事業

　老朽化した移動系防災行政無線を更新するに当たり、ＭＣＡ無線通
信システムを導入するＭＣＡ移動系無線機整備計画を策定した。

総務局

危機管理課

17

ため池ハザードマップ
整備事業

　地震や大雨によりため池が決壊した場合を想定して、浸水範囲等を
図面に示すため池ハザードマップを作成し、地域へ防災情報資源とし
て活用を進めるもの。貯水量５～１０万トン以上の中規模ため池を対
象に、ハザードマップを１４か所作成した。


　なお、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：２３，７６０，０００円）

23,760千円

創造都市推進局

土地改良課

18

鉄道施設安全対策事業 　今後発生が予測される大規模地震や劣化による鉄道施設の被害を未
然防止及び拡大防止のため、鉄道事業者が実施する緊急輸送路と交差
する鉄道施設の耐震補強及び老朽化施設の長寿命化事業に要する費用
の一部を助成した。
・鉄道施設緊急対策事業　栗林第２架道橋（柱耐震補強６柱）及び中
野町架道橋（柱耐震補強２柱）
・老朽対策事業　栗林高架（高欄改良３００ｍ）
　なお、実施主体の事業が遅れたことにより、年度内に補助金の支出
が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１０，５００，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である中野町架道橋の柱耐震補強２柱
の耐震対策事業については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：２，６５３，３３３円）

17,652千円

都市整備局

都市計画課
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平成２６年度 施策の概要調書

課
　
題

　高齢単身世帯の増加などから、地域自ら防犯意識の高揚を図り、地域が主体となった防犯
体制を整備する必要がある。

個

指
標
名

目
的

　犯罪の未然防止や、犯罪などを発生させない環境づくりを推進し、市民が安全に安心して
暮らせるまちづくりに取り組むとともに、各地域コミュニティ協議会が主体となった防犯活
動を活性化する。

概
要
（

実
績
）

　防犯活動を行う地域コミュニティ協議会に対する防犯器材等の購入経費の助成や、香川県
警が設置し、地域コミュニティ協議会が管理している防犯カメラ等の電気料金の助成を行っ
たことにより、安全で安心なまちづくりに寄与した。

　地域の単位自治会が所有する防犯灯の新設、移設及び管球交換並びに電気料金の助成を高
松市連合自治会連絡協議会に対して行ったことにより、夜間における犯罪の防止と通行の安
全に寄与した。

　防犯協会の行う防犯活動事業に対する助成を行うとともに、公益財団法人香川県暴力追放
運動推進センター・特定非営利活動法人被害者支援センターかがわへ負担金を交付した。

成
果
指
標

①

地域の防犯パトロール車に設置する青色回転灯の
数

実績値 目標値

指
標
式

現在、補助制度により青色回転灯を設置している個数

達成度
46 79

58.2%
個

対
象

　市民

施 策 防犯対策の推進
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

283,077千円 52.7(48.4)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

担当課

1

防犯活動推進事業 　青色回転灯付車輌による防犯パトロールを実施している２地区（校
区）コミュニティ協議会に対して、補助金を交付した。
　また、県警が推進する防犯カメラに係る電気代について、地域コ
ミュニティ協議会に対して助成を行った。

1,031千円

2

防犯組織・環境整備事
業

　各地区防犯協会に補助金の交付を行った。
　また、香川県暴力追放運動推進センター及び被害者支援センターか
がわに対し負担金を交付した。
　自治会が管理する防犯灯のＬＥＤ化を推進し、新設・切替などに係
る経費や、電気料金など維持管理上必要な経費の全額又は一部を高松
市連合自治会連絡協議会を通じて助成した。

　防犯灯の新設　　　　　　　  ２０５灯
　防犯灯のＬＥＤへの切替　７，３６７灯

282,046千円

市民政策局

くらし安全安心課

事務事業名及び事業費
事業内容

市民政策局

くらし安全安心課
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平成２６年度 施策の概要調書

概
要
（

実
績
）

・食品衛生監視指導事業　食品営業施設の監視件数：６，１０４件

・衛生試験検査事業　食品の収去等検査件数：７６５件

・食肉衛生検査事業　と畜検査頭数：９，００６頭

・毒物劇物監視指導事業　毒物劇物販売業者等への監視件数：１２０件

・動物愛護管理事業　動物愛護推進員数：１４人

・環境衛生諸営業等監視指導事業　環境諸営業監視件数：３４８件

施 策 生活衛生の向上
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

519,058千円 54.2(53.3)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局、健康福祉局

対
象

　市民

目
的

　飲食店営業施設等の食品関係営業施設や毒物劇物営業施設、旅館業営業施設等環境衛生諸
営業施設、ペットショップ等の動物取扱施設における監視・指導や流通食品の収去検査等を
行うことにより衛生水準の向上に努め、安全で快適な市民生活の推進に寄与する。

食品に関する苦情件数 実績値 目標値 達成度
209 115

18.3%
件 件

課
　
題

【市民政策局】
　墓地環境の適正な維持管理、及び墓所需要に応じた墓所の供給が求められている。また、
施設の適正な維持管理により、斎場業務を円滑に実施することのほか、市民葬儀制度の効果
的な実施が求められている。
【健康福祉局】
　食中毒等の食品による健康被害に加え、食品の偽装表示など、食の安全性に関する不信・
不安の高まりを受け、食品の安全確保対策を一層強化する。

指
標
式

年度実績（減少が望ましい）

成
果
指
標

①

指
標
名

食中毒発生件数 実績値 目標値

指
標
式

年度実績（減少が望ましい）

②

指
標
名

達成度
4 1

△200.0%
件 件
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

墓園・墓地整備事業 　姥ヶ池東墓地の無縁墳墓の調査を実施し、無縁墳墓改葬整備工事を
行った。

　また、平和公園墓園に整備した新規区画を貸し出すほか、新たに新
規５８区画の整備を行った。
　さらに、六ツ目公園墓園に新規１９２区画の整備を行った。
　なお、関係者との協議に日時を要したことにより、年度内に事業の
完了不可能となったため、姥ヶ池東墓地無縁墳墓改葬工事（第２期）
の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：４８，７０８，０００円）
　さらに、前年度からの繰越事業である平和公園墓園４区整備工事及
び松井谷墓地駐車場等整備工事については完了した。
（平成２５年度繰越明許事業費：１５，９０４，８４０円）

58,237千円

市民政策局

市民やすらぎ課

2

食品衛生監視指導事業 　飲食店営業施設等に対する監視・指導や食品の収去・検査を実施
し、食品による事故（食中毒等）を防ぎ、安全な食生活の確保に寄与
した。
　また、食品衛生教室を開催するなど、食品衛生の普及啓発に努める
とともに、家庭用品の買上げ検査を実施し、家庭用品による健康被害
の防止に寄与した。

18,030千円

健康福祉局

生活衛生課

3

衛生試験検査事業 　食品衛生法に基づき、市内で製造又は流通する食品の検査を実施
し、飲食に起因する衛生上の危害発生の防止に寄与した。

　また、有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づき、
家庭用品の理化学検査を実施し、健康被害の防止に寄与した。

　さらに、高松市食中毒対策実施要綱に基づく食中毒発生時の原因究
明のための試験検査や、感染症法に基づく試験検査を実施し、健康被
害の防止に寄与した。12,454千円

健康福祉局

生活衛生課

4

食肉衛生検査事業 　高松市食肉センターで処理される獣畜のと畜検査及びと畜場の衛生
指導を行い、安全で安心な食肉の流通に寄与した。
　また、管内の食鳥処理場に対して、立入検査を行い、施設の衛生的
管理及び食鳥肉の衛生的な取扱いについて指導した。
　また、高松市食肉センターで処理される牛のうち、ＢＳＥ（牛海綿
状脳症）検査対象牛についてスクリーニング検査を実施し、ＢＳＥに
感染した牛が食肉として流通しないように努め、食肉衛生の向上に寄
与した。

22,583千円

健康福祉局

生活衛生課

5

毒物劇物監視指導事業 　毒物及び劇物取締法に基づき、保健衛生上の見地から毒物劇物販売
業者等の登録申請・届出に対する審査及び監視指導を実施することに
より、毒物劇物の適正な販売及び管理等の体制を確保し、危害防止に
効果があった。

159千円

健康福祉局

生活衛生課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

墓園・墓地管理事業 　市営墓地を適切に維持・管理するため、清掃、塵芥収集、植栽の剪
定等を定期的に実施するとともに、施設の修繕等を行った。

市営墓地　２８か所、都市公園墓園　２か所　計３０か所

46,288千円

市民政策局

市民やすらぎ課

7

斎場等管理運営事業 　少子・高齢社会の進展に伴う火葬件数の増加に対応し、火葬業務を
円滑に行い、最後の見送りにふさわしい場所とサービスを提供するた
め、斎場公園の火葬炉中央監視装置等改修工事を実施するなど、斎場
公園ほか５施設の、施設・設備の点検・修繕を実施し、斎場等施設の
適正な管理運営を行った。


火葬件数（人体のみ）　４，２０４件（市民葬儀利用分を含む。）227,165千円

市民政策局

市民やすらぎ課

8

市民葬儀事業 　市民の葬儀に対する経済的負担の軽減を図り、一般に広く利用でき
る制度として、市が葬儀の種類及び料金を定め、市民葬儀取扱指定業
者に取り扱わせる市民葬儀を実施した。この制度により、利用者の霊
柩車運行料を全額補助し、火葬料及び市斎場の式場使用料（一定時
間）を免除した。
　葬儀をとりまく状況の変化に対応するため、平成２６年１０月から
葬儀内容について、利用者のニーズに即した見直しを行い、利用拡大
に取り組んだ。

市民葬儀利用件数　５８６件

12,870千円

市民政策局

市民やすらぎ課

9

害虫駆除事業 　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等に基づ
き、市内の用排水路等に薬剤散布を行い、害虫駆除を実施したことに
より、快適な生活環境の確保に寄与した。

34,551千円

健康福祉局

生活衛生課

10

公衆浴場施設改善事業
等助成事業

　公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律に基づき、物価統制
令の適用を受ける公衆浴場の営業者に対し、使用した湯屋用水道料金
の２分の１を間接補助した。
　また、高松公衆浴場組合が実施する公衆浴場活性化事業に対して補
助するとともに、公衆浴場の施設改善を行う営業者に対して補助対象
限度額の３分の２以内を補助し、公衆浴場の経営の安定化に寄与し
た。9,756千円

健康福祉局

生活衛生課
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

13

水道施設等衛生管理指
導事業

　専用水道・簡易専用水道の設置者及び飲用井戸等を利用する者に対
して、水道施設等立入検査、水道水の水質定期検査及び飲用井戸等水
質検査を実施することにより、飲料水の衛生確保に寄与した。

2,243千円

健康福祉局

生活衛生課

11

動物愛護管理事業 　犬の登録や狂犬病予防注射業務を実施したほか、野犬等の保護（収
容）については、捕獲箱の活用など、住民の協力を得ながら実施し、
犬に関する住民の理解を得るための広報等を行った。

　また、飼い犬の管理に関する苦情、ペットの健康相談等に関する業
務を行い、適正な飼育方法について啓発活動に努めるとともに、負傷
動物の応急処置を行ったほか、犬猫不妊去勢手術費補助事業を実施
し、犬猫の不必要な繁殖防止に寄与した。
　また、高松市動物情報サイトを全面リニューアルし、迷い犬猫等の
情報を、市民が直接登録できる機能を新設し、平成２７年４月から運
用している。

71,875千円

健康福祉局

生活衛生課

12

環境衛生諸営業等監視
指導事業

　旅館、興行場、公衆浴場、理容所、美容所、クリーニング所及び特
定建築物の各施設に対し、関係法令に基づく立入り監視及び報告書に
基づく指導等を行ったことから、生活衛生の向上に寄与した。
　また、市内プール施設への立入り及び海水浴場の水質検査を行い、
併せて、市民への周知を図ることにより、衛生水準の確保に寄与し
た。

2,847千円

健康福祉局

生活衛生課
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平成２６年度 施策の概要調書

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局、都市整備局

　交通安全教育・啓発活動を推進し、交通安全意識の向上を図り、市民が道路を安心して、
安全に通行できる環境を整える。

施 策 交通安全対策の充実
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

150,066千円 51.3(45.0)

対
象

　市民

交通安全教室の参加者数 実績値

4,855
112.0%

件 件

達成度

目
的

概
要
（

実
績
）

　高松市交通安全都市推進協議会や交通安全母の会連絡協議会等、交通安全活動団体に対し
て助成を行ったほか、交通安全教室（１，３６６件）や交通安全フェアの開催、交通安全啓
発街頭キャンペーン（８０件）の実施や高齢者運転免許証返納促進事業（９２６人）を実施
したことにより、市民の交通安全意識の向上と、高齢者の交通事故防止に寄与した。

　また、道路反射鏡（カーブミラー）などの設置や、歩道を整備したほか、番町地下道の管
理や荷捌き駐車スペース及びタクシーベイの管理・整備を関係機関と連携して行うととも
に、放置自動車対策にも取り組むなど、交通環境を整備した。

　このほか、交通事故相談（７３４件）を実施したことにより、市民の安心な生活の確保に
寄与した。

課
　
題

【市民政策局】

　超高齢社会の進展に伴い、高齢者に対する効果的な交通安全対策を推進するとともに、地
元自治会等と協働で、交通マナーの一層の向上に取り組む。また、平成２７年２月に、交通
死亡事故が多発したことから、「交通死亡事故多発非常事態宣言」を発信したが、今後も死
亡事故が多発した時は、同宣言の発信とともに、効果的な交通安全教育や啓発により、交通
事故防止に努める必要がある。

【都市整備局】

　交通安全施設整備による安全対策を図るとともに、効果的に安全な道路環境整備を推進す
る必要がある。

47,583 48,200
98.7%

人 人

指
標
式

年間実績（減少が望ましい）

交通事故発生件数 実績値 目標値 達成度
4,274

成
果
指
標

目標値

指
標
式

年度実績

②

指
標
名

①

指
標
名
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

交通安全教育等推進事
業

　高松市交通安全都市推進協議会等に助成を行うほか、市内の小・中
学生、幼稚園児などを対象に、年齢及び心身の発達状況に応じた交通
安全教室の開催や、その講師となる交通指導員を養成するなど、交通
安全教育と啓発活動を推進し、市民の交通安全意識の向上につながっ
た。


　交通安全教室４１１回開催23,732千円

市民政策局

くらし安全安心課

2

交通安全啓発推進事業 　交通安全フェアの開催のほか、市内一斉の交通安全啓発街頭キャン
ペーンの実施や交通安全啓発塔の管理を行い、市民の交通安全意識の
向上につながった。

　交通安全フェア参加者　約４３，０００人
　交通安全啓発街頭キャンペーン　８０回開催
　県下統一交通安全啓発該当キャンペーン　３回1,809千円

市民政策局

くらし安全安心課

3

違法駐車防止対策事業 　違法駐車防止重点地域に指定する５路線及び、周辺８路線を含めた
市街地中心部において、定期的に違法駐車の状況を調査するととも
に、関係機関と協力して啓発活動を実施した。

　荷捌き駐車スペース及びタクシーベイの管理・整備等を関係機関と
連携して取組むとともに、利用促進に向けた情報の発信を行った。

614千円

都市整備局

都市計画課

放置自動車等対策事業 　放置自動車廃物判定委員会を２回開催し、２台の放置自動車につい
て廃物判定を行った。放置自動車への指導、啓発により公共の場所に
おける機能の保全と生活環境の維持向上につながった。

65千円

都市整備局

都市計画課

5

交通安全施設整備事業 　交通安全施設整備事業については、道路反射鏡（カーブミラー）、
防護柵、道路区画線、道路照明灯などの設置や歩道を整備したことに
より、交通安全対策を充実させた。

110,553千円

都市整備局

道路管理課

4
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

8

高齢者交通安全啓発推
進事業

  高齢者を対象とした交通安全教室等（シルバードライバーズスクー
ルや高齢者交通安全自転車大会）の開催のほか、高齢者向け交通安全
冊子を作成するなど、高齢者の交通安全教育の推進と交通安全意識の
向上につながった。
  また、高齢者運転免許証返納促進事業の内容を拡充したことで、申
請者が大幅に増加するなど、高齢者の自動車運転中の交通事故発生の
防止に寄与した。

　高齢者運転免許証自主返納事業申請者数　926人

9,273千円

市民政策局

くらし安全安心課

6

番町地下道管理事業 　クリエイティブ高松プロムナード中央通り整備事業にて整備された
番町地下道において、エレベーター監視設備やモニュメント類の保守
点検業務を行ったことにより、通行者の安全の確保、憩い・安らぎの
場として地下道空間の維持向上に寄与した。

1,595千円

都市整備局

都市計画課

7

交通事故相談事業 　交通事故相談を実施し、交通事故による悩みやトラブルに適切な助
言を行い、市民の安心な生活の確保につながった。

【交通事故相談　７３４件】

2,425千円

市民政策局

くらし安全安心課
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平成２６年度 施策の概要調書

施 策 消費者の権利保護と自立促進
事業費

市民満足度
（括弧は昨年度）

14,448千円 52.2(50.6)

対
象

　市民

目
的

概
要
（

実
績
）

　第３１回消費者ウィーク・第３６回暮らしをみなおす市民のつどい（５／２４～２５）、
消費者月間記念講演会（５／２８）、夏休み親子消費者教室（８／５）及び多重債務問題研
修会（９／２５）等の、消費者が参加する各種啓発事業を実施したり、消費者団体への支援
を実施したことにより、自立した賢い消費者を育成した。

　消費生活相談においても、利用した覚えのない有料サイト等の未納料金と称して高額な料
金を請求される「架空請求」をはじめとする「不当請求」に関する苦情・被害への対応だけ
でなく、相談員の助言・情報提供等により、相談者自身で自主交渉・自力解決できるよう努
めるとともに、出前講座等を実施して、賢い消費者を育成した。　　

　また、環境に対する省資源意識の向上を図るため、廃食油収集ステーションを２４か所
（収集日数９９日）設置、６，６９６リットル（前年度比５０４リットル増）を収集した。

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局

　消費者が安心・安全に暮らせるために、賢い消費者として自立促進を図る。

成
果
指
標

目標値

指
標
式

年度架空請求相談件数（減少が望ましい）
①

指
標
名

架空請求に関する相談件数 実績値 達成度
291 160

18.1%
件 件

課
　
題

　今後も消費者団体の育成と活動の支援を行い、より連携を強化していく。また、変化して
いく悪質商法に対応できるよう、消費生活センターの相談体制堅持及び機能強化を図り、消
費生活における安全安心を確保していくことが必要である。
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平成２６年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

消費者団体支援事業 　消費生活の安定向上を効果的に推進するため、消費者のリーダー的
役割を担う消費者団体を育成した。　　

・暮らしをみなおす市民のつどいに向けての実践活動

・塩江の森こどもたんけん隊の実施　　　　　　　　

・消費者だより６１号の発行　　　　　　　　　　　

・エコクラフト工作出前講座の実施

担当課

1

消費者啓発事業 　自立した賢い消費者を育成するため、「消費者ウィーク」及び「暮
らしをみなおす市民のつどい」を開催したほか、消費者教室の開催
や、石けんの適正使用の促進など、消費者の意識を啓発した。

・第３１回消費者ウィーク・第３６回暮らしをみなおす市民のつどい
（５／２４－２５）

・消費者月間記念講演会（５／２８）

・夏休み親子消費者教室（８／５）

・多重債務問題研修会（９／２５）

・啓発用冊子等作成


2,636千円

市民政策局

くらし安全安心課

4

廃食油収集事業 　廃食油収集ステーションを設置し、廃食油収集を実施したことによ
り、消費者の省資源意識の向上につながるとともに環境汚染の防止に
寄与した。

・収集ステーション数２４か所

・収集日数９９日

・収集量６，６９６リットル

228千円

市民政策局

くらし安全安心課

2

消費生活相談事業 　複雑・多様化する消費者被害に対処するため、消費生活相談員を配
置したことにより、消費者保護につながった。
・消費生活出前講座（一般）　　　開催件数　９件

・消費生活教育出前講座（小学生）開催件数１６件　

・消費生活相談　　　　　　受付件数２，０５８件

10,284千円

市民政策局

くらし安全安心課

3
1,300千円

市民政策局

くらし安全安心課
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